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１９３６年に，社会民主党・急進党連立政府は憲法改正の問題を検討するた
めに，四つの主要政党から構成される委員会を設置した。自由党の代弁者
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ソレン・ブローセン（Sφren Brosen）が指摘しているように，この委員会
は厳密にいえば，必要でなかった。というのも，この年の初頭に転機とな
った上院選挙の結果により，政府与党は今や，両院で十分な多数の議席を
獲得し，従って，この明白な勢力を基盤として容易に立法を進めることが
できたからである。事実，このことは自由党が選んだことであり，だから
最初から，彼らは委員会に参加するのを拒否した。しかしながら，２１年前
の１９１５年に，デンマークの憲法制定者は徹底的に厳格な憲法典を制定し，
その中で，憲法の改正には次の総選挙後の国民投票において，すべての登
録された有権者の４５％以上の支持を得ることを要求していた。このような
規定は，実際には，憲法改正を成功裡に採択する場合，議会野党と相談し
同意を得ることを意味した。それ故，１９３６年に創設された憲法委員会は，
出来る限り複数の政党との間で意見の一致を作り出すことを目指していた。
そこには，検討に値する憲法改正について二つの主要な要素があった。
すなわち，それらは議会改革と選挙改革であり，急進党と連立を組んで国
民議会の両院を支配していた社会民主党にとって，選挙改革の方がおそら
く二つの改革の中でより重要であった。確かに，政党指導者は，議会改革
の細目に著しい柔軟性を示していた。例えば，スタウニング（Stauning）
首相は，自分としては一院制議会について多くの形態を検討する用意があ
るとか，または一院制議会のもとで必要と考えられる均衡と抑制を設ける
ために重要な立法事項に関して国民投票を導入する用意があるなど，と言
及した。確かに，多くの点で，政府は戦術的な待機ゲームを演じていた。
事実，野党保守党が効果的に政府におどしをかけ，また，１９３７年に最終的
に用意された特別な憲法改正提案の検討を求めるまで，政府は動かなかっ
た。留意すべきは，この最初の努力がそれ自体すばやく放棄され，その後
政府は，野党保守党の指導者クリストマス・ムレ（Christmas Mφller）が
１９３８年に提案した，事実上大規模な憲法改正草案を採択したことである。
１２月７日の政府憲法委員会の委員から提出されていた，第一次１９３７年草
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案を提案した主要な目的は，“選挙資格の基礎，選挙区，および選挙制度
の相違によりもはや不利益を受けない十分効率的に審議できる議会”を確
立することであった。草案自体は，１９３７年初頭のスタウニングの発案に基
づいており，１９３７年提案は，一院制議会および２１歳への投票年齢の低下と
いった長年にわたる社会民主党・急進党の目標を再主張したものにすぎな
かった。候補者は２１歳に達すれば議会選挙に立候補する資格を得ることが
できた（図表参照）。抑制と均衡は最初，提案された立法に関して技術
的および司法的検討の機能とともに，スウェーデンの慣習を真似た「法律
評議会（Lovraad）」により，またそれに加えて，特別な重要事項に関する
国民投票の規定により定められていた。最終的に，既存の弾劾裁判所
（Rigsretten）は廃止され，大臣の責任に基づいて法律が執行されることに
なった。
図表 １９３７年１２月７日，社会民主党が起草した憲法改正案の主要点
１，上院は廃止する。
２，投票年齢および立候補資格は２１歳に引き下げる。
３，技術的，司法的，および行政的事項を説明することを保証するため，予算
を除き，すべての法律案の提案を検討するために，各国民議会期の最初に
３７名の法律協議会委員を任命する。その構成員は，議会の委員会委員を選
出する規則にしたがって選出した２１名の議会議員，並びに憲法第４９条に従
って選出された１６名の非議員である。
４，弾劾裁判所は廃止され，大臣責任制に基づく立法を用意する。
５，国民投票は特別に重要な事項について実施される。
６，憲法第３２条で規定された国民議会議員の最大人員を召集するための交渉が
開かれる。
出典：Arter, op. cit., “One Ting Too Many”, p.94.
この政府委員会委員による１９３７年提案は，実は新しいものがほとんど含
まれていなかった。法律評議会の理念は，１９３４年初頭の提案の中に組み込
まれていた「合法検討委員会（Lovrevisonsudvalg）」を引きうつした他の
世界の一院制議会（） 241
見解であって，それは当時および１９３７年には，勧告権を有する専門家の機
関であったが決定作成権は持っていないものと，解されていた。さらに，
大臣の責任に基づく法律の必要については，政党間ですでに完全な意見の
一致があった。１９３７年１２月，政府が起草した憲法改正案は，提案を受諾す
るかまたは拒否するかというより，最初からまず協議用の文書であった，
と見るべきであろう。政府の方は，憲法第３２条に規定された下院議員の上
限人数の引き上げを審議するため政府の意思を強調し，またスタウニング
首相は，代替提案を傾聴しかつ一院制の様々な形態を検討するため連立政
党側の準備を強調した。広範囲な妥協点を探る中で，政府は憲法問題に関
する政党内の審議において結局反動的役割を引き受けようになった。この
ことは，単純に立法上の主導権でもって先に進むというより憲法委員会に
よる理念の検討を始める決定を野党に行わせ，しかも指導的な与党政治家
の全般に懐柔的で巧みな弁明が行われるまで，特定の提案を提示すること
を政府側が明確に躊躇した点からも明らかである。ここで留意すべきは，
与党にとって，上院を廃止する実際の必要性が１９３６年の上院選挙でかなり
減少したことである。というのも，この選挙では社会民主党と急進党が両
院において初めて明白な多数派となったからである。その結果，投票年齢
の２１歳引き下げに関して政府の側でより大きな団結が見られた。要するに，
優先順位は今や議会改革よりも選挙改革に向けられたのである。
たとえそうだとしても，１９３８年の冬を越えて，与党の保守党指導者クリ
ストマス・ムレが起草し，あらかじめ憲法委員会に提出した保守党の二つ
の提案の一つである，青写真を基礎として交渉を決定することは，ほとん
ど期待できなかった。実際，１９３８年６月１３日に，与党および保守党は，ノ
ルウェーとアイスランド方式に沿って編成された修正一院制議会の形態を
組み入れた憲法改正案に同意した。それによれば，各総選挙の後に，２１０
名から成る一院制議会がそれ自体立法上の目的のために二つの内的部門で
構成されることになっていた。すなわち，第一院（Rigsting）は７０名から
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形成され，そして第二院（Folketing）は１４０名から形成される（図表参
照）。事実上，この安定しているがしかし奇妙な取り合わせは，デンマー
クの姉妹国である北欧諸国から拝借したもので，それは，一院制議会の広
範な庇護の下で，個々の立法上の意見の利益と過程を維持するものであっ
た。
図表 １９３８年６月１３日議会改革に関する三党（社会民主―急進―保守）の
主要点。
１，国民議会の構成は，単一期日（“国民議会選挙”と称する）に有権者の単一
投票により決定する。その場合，１７５名の議員は既存の選挙区画を利用して
選出される。
２，これらの１７５名の議員でもって選出議会を構成し，選出議会が，上院にもっ
ぱら奉仕する３５名の議員を選出する。
３，その際，国民議会選挙の一般投票では，政党が提示した全国リストから上
院に対して３４の追加議席を割り当てるため比例代表制を利用する。これら
のリストは，国民議会選挙に立候補した人々とは異なった人々から構成さ
れる（これに加えて，上院には，フェロー島議会で指名された追加の１名
の議員も含まれる）。
４，それ故，統一議会は次のように区分した全部で２１０名の議員でもって構成す
る。
―上院は１７５名の選出議会から選ばれた３５名の議員で構成，３４名の追加議員は
全国リストから選ばれ，また１名はフェロー島議会から任命され，全体で
７０名の議員となる。
―下院は選出議会の１７５名で構成される。
５，一般に，統一議会は特殊な性質の議題を取り扱う，例えば，予算および国
債。これに対して，その他の立法事項は二つに分離された各議会で取り扱
う。
６，両院の間で対立が生じた場合には，統一議会が決定の場となる。
７，デンマーク国民の投票年齢は，２３歳に引き下げる。
出典：Arter, op. cit., “One Ting Too Many,” p.96.
１９３８年の議会改革に関するこの三党協約は，原則のみならず実用性も代
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弁していた。というのも，それは抑制と均衡の形態のみならず，一院制体
制について中道―左翼連合の要求および二院制議会を維持するため野党保
守党の要求の間での妥協点も代弁していたからである。それは，デンマー
クにおける議会改革の採択が政党の政治的取引の過程に深く巻き込まれた
手法を上手く示している。投票年齢を２３歳に引き下げることはまた，ノル
ウェーとスウェーデンに従っており，それは同じく政党間の妥協の産物だ
った。つまり，与党は２１歳の投票権を要求しており，一方，保守党は２５歳
の投票権を要求していた。
しかしながら，中産階級側の方も，これらの憲法上の疑問に基づいて結
束することはほとんどなかった。まず，自由党は二院制への彼らの関与を
変更することを拒否し，二つの議院を放棄するという与党との取り決めを
受け入れた。その結果，保守党は（この問題で）中枢的役割を担うことに
なった。しかし，彼らは１９３４年のスタウニング提案以来，憲法問題で分裂
していた。保守党内の憲法改正派は，議会改革が避けられないものだ，と
認識していた。従って，彼らは単一議院における中道―左翼多数派のあり
うる専制に反対して，効果的な防衛手段を認める一つの妥協的な方式を探
し求めていた。政党内に留まっていた頑迷な保守主義者は，中産階級勢力
が１９３６年に失った上院の支配権を再び取り戻すという希望を抱いて現状に
執着した（１９３０年代に憲法問題に関して中道―右派の分裂は，１９５０年と１９５３
年の間に政権に就いていた時，自由党および保守党が同様な運動の促進を
目論んでいた当時の結束とは著しく対照的であった）。
憲法改正に関する世論指導者および運動家として保守党のクリストマス
・ムレの役割は，全体として彼自身の政党と政府両方の中において力説さ
れる必要がある。彼の氏名（トーバルド・スタウニング首相の氏名と並ん
で）は，１９３０年後半における議会改革運動と最も密接に結びつけられてき
た。保守党のより若い世代の熱い期待を象徴する，ムレは政治的展望の中
心に彼の政党を位置づけるため憲法問題を利用しようと努力し，それは拡
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大する労働者の選挙人を求める社会民主党との効率的な競争を可能にした。
この戦術によって暗示された保守党の変容は，党の古い番人，とりわけ上
院の著明な右翼―陣営集団による憤慨を生み大きな抵抗を受けた。しかし
ながら，結局，ムレは自身の分裂した政党内で多数派を改心させる戦いで
勝利した。だが，後に実際の戦い―１９３９年に実施された憲法（改正の）国
民投票において勝利を得るために必要な一般の保守党投票者の活動―で敗
れたのである。
二つの議会内の部門に実質的に平等な権限を付与するにあたり，三党の
青写真には，北欧地域のその他で存在したよりも内部の二重性という点で
強力に修正された一院制の形態が含まれており，それは保守党への譲歩を
示すものに他ならない。憲法委員会の政府委員は，まちがいなく，この提
案の完全な含意を知っていた。１９３８年１月１０日の委員会審議において，社
会民主党のハートヴィ・フイッシュ（Hartvig Frisch）は，その立案者で
ある保守党の指導者クリストマス・ムレに対して，彼の立案の中には，上
院がノルウェーの上院のように―刑法およびその他同種の法律に関係する
すべての事項または純然たる司法上の提案を取り扱うことができるのかど
うかと，質問した。これに対するムレの返答は，保守党が（あるいは少な
くとも党内の彼の支持者）第二院は下院と同じ権限を有する，という事実
により重んじられるというものであった。ただ，予算および大きな財源を
伴う他の案件のみは，全体として「連合議会（Den Forenede Rigsdag）」
で処理され，その他の案件は二つの内部部門で処理されることになってい
た。しかしながら，二つの部門の間で対立が生じた場合には，連合議会が
その議決に関する決定の場となることになっていた。クリストマス・ムレ
により起草され，社会民主党，急進党および保守党により採択された提案
の組織上の普及的役割は明白であった。もし，それが１９３９年に成功裡に履
行されていたなら，修正された一院制―二つの内部部門を伴った一つの基
礎的議院―は北欧地域における立法審議の有力な方式となっていたであろ
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う。
この国家的問題を達成するために，長期にわたり分裂していた保守党が
政府の憲法改正法案（保守党の指導者ムレの原案）を支持するに際し統一
することは緊急の政治的課題であり，当該改正案は１９３８年１０月５日に下院
に提出され，そして，１９３９年３月１１日に上院で最終的に可決された（議会
で１３回にわたる読会の後に―図表参照）。そこで，“政治”という匿名を
利用したスタウニング首相は，保守党内においてクリストマス・ムレ路線
により支持された社会民主党の出版物の中で一連の論文を執筆し，むしろ
楽観的に，憲法改正を求める必要のため主要な野党内の抵抗分子を納得さ
せようとした。しかしながら，これらの努力の産物は，おそらく二次的な
ものであった。１９３９年４月の総選挙では，社会民主党は歴史上初めて，一
般投票および議席の両方で後退したが，その選挙は翌月の憲法上の提案に
関する国民投票についての方向を明確にした，といえる。投票の４日前，
社会民主党のスタウニング首相は，憲法改正の提案について賛成を促す個
人的書簡を有権者に送付した。しかしながら，中産階級有権者の意見の中
で憲法改正と社会主義を結びつけるにあたり，スタウニングの書簡は，彼
が促進しようとした主張をほとんど前進させていなかった。彼の党は憲法
改正のため理論的接近というよりも実践的方法を採用したにもかかわらず，
スタウニングはそれを大きな論議を呼ぶ問題にしてしまい，そして彼は自
身が国民投票で受けた肘鉄砲により，辛辣で大きな失望を味わされたので
ある。
図表 議会改革の採択，１９３６年～１９３９年：事件年表
１９３６年８月１４日 上院選挙の実施；社会民主党および急進党初めて過半数を
獲得。トーバルド・スタウニング首相が憲法問題を検討す
るため四つの主要政党から構成される委員会を設置。
１９３７年１２月７日 中途半端な論議の後に，憲法委員会の政府側委員は，スタ
ウニング首相の１９３４年提案に基づいた起草案を推薦した。
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そのスタウニング提案には，上院廃止および２１歳への投票
年齢引き下げが含まれていた。
１９３８年１月２０日 国民議会は，決定的に重要な政治的影響力をもつべきだと
いう合意を保守党の議会集団のなかで得た。しかしながら，
保守党委員会委員は二つの提案を行った―一つは両院の選挙
について同じような投票権を正式に記した二院制主義者の
青写真。今一つはノルウェー方式の修正された一院制議会
に基づくクリストマス・ムレの提案。
１９３８年２月１０日 委員会の政府側委員は，“選挙区および選挙日”という
ムレの提出した原則に好意的に応じた。
１９３８年６月１３日 社会民主党，急進党，および保守党は修正された一院制主
義者の提案で結束。
１９３８年１０月５日 憲法改正法案を国民議会に提出。
１９３８年１０月８―９日 コペンハーゲンで開催された保守党の協議会で，４５７名の代
議員がクリストマス・ムレの憲法政策に賛成票を，１１９名は
反対票を投じ，そして１１名は棄権。
１９３９年１月 ヴィクトルー・プシェルが憲法問題をめぐって保守党を離
脱し，そして“国民協力運動”を設立。
１９３９年３月１１日 憲法改正法案が１３回にわたる読会の後，国民議会で最終的
に承認。
１９３９年４月３日 総選挙を国民議会の両院で実施。
１９３９年５月１９日 スタウニング首相，来るべき国民投票で賛成票を促す書簡
を有権者に送付。
１９３９年５月２１日 クリストマス・ムレが来るべき国民投票に関して，保守党
内で彼の指導力を発揮することをクリスチャンズハブンズ
で演説。
１９３９年５月２３日 憲法改正に関する国民投票実施：投票者の９１％が賛成。し
かし，国民投票は有資格選挙民の４４．５％しか賛成せず，憲
法改正案は廃案。
出典：Arter, op. cit., “One Ting Too Many,” p.96.
大衆参加という動員の視点から見た場合，１９３９年の国民投票の投票結果
は失望させられるものに終わった。国民投票への参加は総じて低調であっ
たからである。自由党と保守党の頑迷な保守派は，棄権もしくは“反対投
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票（sofa voting）”を奨励し，そのため，承認に必要な登録有権者の４５％
という最低基準の承認は，僅差で失敗した－１．５％でもって。このことは，
スタウニング首相にとって個人的な大失敗を，また彼の政府にとって政治
的敗北を意味し，政府はもし，不十分な賛成票しか得られないならば，そ
の論点をさらに前進させることはできないだろう，と事前に述べていた。
それはまた，保守党の指導者自身が継続的に賛成した国民投票の結果しだ
いであると指摘したクリストマス・ムレにとっても，一つの大きな挫折を
意味した。かくして，１９３８年と１９３９年の間のデンマークにおける憲法改正
採択の最初の段階は，“国民による拒否”に終わった。しかしながら，皮
肉なことに，憲法改正に関して広範な基盤を求めたエリートたちの意見も，
投票した人よりも投票しなかった人が多かったことで，あえなく崩壊した
のである。
上述のように，１９３９年の国民投票で，保守党への多数の投票者は，彼ら
の政党の指導に反対する一種の抗議の表現として投票所から離れた。実際，
この不和は，１９３０年代初頭以降の憲法の疑問に対する保守党の立場を特徴
づけるものであった。そこには，三つの緩やかな政党内の集団を確認する
ことができる。すなわち，最初はウレ・ビョーン・クラフト（Ole Bjφnn
Kraft）と彼の同盟者で，彼らは協同組合主義者の路線に沿って上院の改
革を支持した。次は，上院のヴィクトル・プエシェル（Victor Pürschel），
アクル・B・ランゲ（Axel B. Lange），およびその他の頑迷な保守主義者
で，彼らは憲法の近代化の形態に明白に反対していた。最後は，クリスト
マス・ムレ少数者の活動家たち，特に有力日刊紙『ベーリンスケ・ティー
デヌ（Berlingske Tidende）』編集長アナス・ヴィーゲン（Anders Vigen）
で，彼らは議会改革の必要性を認識し，一院制議会の中で抑制できない社
会民主党多数派に対抗する十分な防衛手段を求めていた。１９３８年６月の三
党協約が協同組合主義者の基本原則を最終的に承認しなかった時，クラフ
トと彼の部下はムレ陣営と合流した。ただ，１９３８年と１９３９年の間の制止し
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がたい保守党本来の立場は，ある形態の二院制の維持に賛成であった。事
実，１９３８年２月１０日に憲法委員会に提起された二つの保守党提案の一つは，
両院に関して共通の投票権を付与する内容であったが，二院制議会制度の
維持には賛成していた。
保守党は，二院制議会について直観的な選択から，修正された一院制議
会の正式な受容と１９３８年６月の三党協約へと長い道のりを歩んできた。結
局，保守党の指導者ムレが党の年次大会，続いて保守党の上院集団の多数
派をどうにか説得し，憲法委員会の業務に党の参加を承認させることがで
きたのは，その前年の１９３７年の秋になってからである。さらにその上，１９３８
年１月に，保守党が下院は特定の改革案の下で明白な政治的影響力を行使
することを認識するようになったが，党自体は依然として二院制議会に執
着していた。同月の後半に，クリストマス・ムレが“１選挙区および１選
挙日”に基づいた立法の原則を具体化する提案を考えた時，保守党所属の
ほんの少数の下院議員のみがそれを支持したにすぎなかった。これらの“同
月期日”は，分裂的争点に関する保守党の今後の統一にとって，極めて重
要であった。党内分裂は―頑迷な保守主義者だけでなく改革者によっても，
深くかつ強く感じられていたからだ。クラフトが語るには，７名の国会議
員が保守党を離党する強い決意を示し，また，ムレ指導のもとで無所属の
国会議員集団の形成は彼の提案が党内でうまくいっていないことを，物語
っていた。しかしながら，ムレが勝利を手にする最大の機会は，議会の保
守党議員との連帯にあるのではなかった。彼に対する支持は，相対的に勢
力が弱く，むしろそれは保守党の仲間を拡大するための彼の懇願（アピー
ル）に依存し，とりわけ「全国協議会（the National Conference）」と「執
行委員会（the Executive Committee）」に対する懇願に依存していた。そ
こでは，彼の人気は議会集団におけるよりもかなり大きかった。
特に，議会集団の頑迷な保守主義者にとって，憲法改正は保守党の政策
でないという直感的考えがあった。むしろ，彼らは二院制議会を支持し，
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彼らが社会主義の厄介者と見なして反対した中産階級との協力を支持した。
１９３８年６月１７日，私的な保守党の会合で，国民議会議員のホルカ・アンダ
ーセン（Holger Andersen）は，提案された選挙権年齢の引き下げにより
出現する１０万人の新しい有権者中，６５％から７０％は中道―左翼与党に投票
するだろうと，見積もった。１９３８年の春が進む中で，国中において頑迷な
保守主義者による意見動員が見られた。その一人であるカプテン C・ハイ
トマン（Captain C・Heitmann）は，憲法問題に関する指導部の政策に抗
議して，新しい保守党の形成を促した。それにもかかわらず，保守党の支
配権をめぐる闘争は，主として本来自身の将来を保身することに関心のあ
った議会集団とともに，議員たちの領域で行われた。保守党は両院の議員
の間でかなり変化が見られたものの，明白に分裂していた。例えば，下院
における憲法改正法案に関する第３読会で，１８名の保守党議員は賛成し，
３名は反対で３名は棄権であった。これに対して，上院の比較できる数字
は４名の保守党員が賛成，１０名が反対，そして１名が棄権であった。
保守党内の頑迷な保守主義者にとっての難題は，１９１５年憲法を擁護する
ことが全く合理的でなかったという，事実にあった。というのも，その憲
法は両院の間の投票年齢における実質的な時代遅れの不一致を慣行化して
いたからである。もちろん，このことは，合理的事情により二院制議会が
作られたことを示唆するものでない。しかし，二院制議会が政治的発展の
健全な持続を示し，そして軽率でかつ無分別な立法提案に反対する防波堤
として行動を主張するには十分な気力を欠いていた。さらにその上，頑迷
な保守主義的指導部は，それ自身の主張を全く欠いていた。ヴィクトルー
・プエシェルは大衆扇動的性格をもち，１９３８年３月にパストアー・マリン
グ（Pastor Malling）―ナチズムの共鳴者によって組織された会合の司会者
として現れた。保守党の新聞は党から彼の追放を要求し，そして１９３９年１
月に，プエシェルは彼自身の「全国協同運動（National Sanvirk）」から立
候補するために離党した。その後に頑迷な保守主義者を指導したアクセル
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・B・ランゲ（Axel・B・Lange）は，企業界と密接な関係を有する侮りが
たい人物であった。当時においては，頑迷な保守主義者の主張は全く色あ
せていたのは，いうまでもない。
にもかかわらず，クリストマス・ムレの路線に保守党の議員の過半数を
不本意な形で転向させたという見解は正しくない。それは必然的なもので
もなく，もしくは容易に到達できるものでもなく，ほとんど，国民議会の
地位という点で取り返しのつかない分裂を招いたからである。ジェンズ・
ウインザー（Jens Winther）が指摘するように，“もし野党が巧妙で，ま
たプエシェルが彼自身の党を攻撃した［ネオ・ナチ］の煽動に関与しなか
ったなら，クリストマス・モレは，［１９３８年１０月のコペハーゲンにおける
重要な党協議会で］決してそのような多数派を獲得することを確信できな
かったであろう”。
憲法改正のための世論指導者および運動家として，クリストマス・ムレ
の貢献は，一般に彼の党と政府の両面において，称賛に値する。何故なら，
彼の名前は議会改革のこの最初の段階と最も明確に結びつけられていたか
らである。１９３１年初頭，スタウニングが政府の最初の憲法提案を行う３年
前に，ムレは彼の親しい友人である，アナス・ヴィーゲンに以下のような
書簡を送った。すなわち，課税およびその他の重要な立法上の事項に限定
して多数派を結合させる一院制度は（彼が付記している，フィンランド制
度の系列によれば），左派行政府のありうる行き過ぎに対抗して強力な保
証を与えるものであった。彼はまた，２１歳への投票年齢引き下げの必要性
を受け入れ，英国が２１歳で始まる有権者を基礎にした保守党政府を自慢し
たので，そこでデンマークもまたそうすべきだとして，彼の党内でその考
えを広めていった。党が相変わらず納得しなかった場合には，彼は問題を
先に進めようとしなかった。ムレは本来，二院制議会主義論者であった。
だが，憲法改正の緊急な過程を予想し，彼の党にとって可能な最も有利な
取引をするよう努力した。事実，彼は先に進むことを望み，そして保守党
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を近代化する手段として憲法問題を利用し，その結果，保守党は労働者階
級のみならず中産階級の投票者にも訴える多様な対応ができる党として存
続することになった。
ムレは彼の見解がすさまじい党内闘争をもたらすことを十分認識してい
た。保守的な人民党は，１９世紀の右翼党から出発して１９１６年１月に創設さ
れたが，それは実際には，一つの党における二つの党として発展した。つ
まり，１９１５年からは“旧保守党”，そして“新保守党”の若い世代は１９２９
年の精神に基づいて活動した。憲法問題をめぐる分裂は，いかに小さな基
準から見ても，これらの深い世代間の相違を映していなかった。ここで重
要なことは，１９３４年にスタウニングが（憲法改正を）発案した時点で，政
府が憲法委員会を設置するというムレの勧告は部分的には，保守党に対し
て参加の同意を表明するものにすぎなかったことだ。しかしまた，それは
憲法問題に関する党内分裂を解決するための時間稼ぎを目論でいた。１９３６
年の上院における中産階級支配の終焉は，保守党を防御的立場に置き，ま
た，憲法改正に先立つ社会民主党―急進党の政府連合という可能性のある
結果の中で抑制と均衡を与える手段の再検討を保守党に負わせることによ
り，ムレの任務を楽にしたのは否めない。１９３７年秋の間に，最初は保守党
年次大会が，そして次に，下院集団の多数派が憲法委員会への党の参加を
支持した。しかしながら，このような行動にもかかわらず，上院の保守党
多数派はそのような企てに反対していた。だが，１９３８年の初めまで，ムレ
は“同月期日”による党内危機の前兆となった“１選挙区１選挙”方式に
頼った。ムレ路線が結局優勢となったことは，党協議会に反対する議会集
団の中で漁夫の利を占めるに際し彼の戦術的洞察に役立ち，その党協議会
では，彼は一般の代議員―党指導者としての彼に代わる明白な選択肢を欠
いていた一方で―からかなりの人望を得ていた。
保守党に関する彼の構想を，進歩的な中道政党としてより高い道義性の
せいにすることによって“ムレの神話”を作り上げることは容易である。
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こうして，ウインザーはムレをその時代を１５年も先に進んでいる人物とし
て描いた。これに対して，誠実な啓蒙的思想家は反動的頑迷な保守主義者
に取り囲まれており，その結果は，荒野の預言者のようであった。すでに
論じたように，彼（ムレ）は典型的な保守党員でなかった。確かに，保守
党が社会民主党から過半数の票をもぎ取るというムレの提案は，未だ望む
べくもなく，党右派から受け入れられなかった。ただ，このことで政党政
治の変化する社会的構造に関する彼のするどい理解が否定されたわけでな
い。
１９３９年１月２５日から２８日にかけて，政府の憲法改正案に関する第二読会
でのムレの貢献でも示されたように，選挙への配慮が明らかに彼に重くの
しかかっていた。その時，彼は保守党に対し，党が階級政治ではなく，国
民政治を追求しているという点を労働者に強調するよう，促した。その後，
労働・社会大臣のポール・ソーロセン（Poul Sφrensen）のように，１９５０
年代初頭に憲法改正を促進した保守党の提案者は，選挙規則についてムレ
と懸念を共有していた。ただ，デンマークの保守党がアイスランドの独立
党や英国の保守党に類似した多様な非社会主義政党へと変容するだろうと
は必ずしも確信していなかった。ムレが心底から自分の党の最良利益を考
慮していたのは疑問の余地がない。ただ，憲法改正が投票行動の枠組みを
破るために利用され，そして労働者階級の保守主義的重要な政策を引きつ
けたと，実際に信じたかどうかについては疑問が残る。現実に，その後１０
年間，保守党は彼が心に描いた多様な党に発展することができたかどうか，
確認することはできないからである。
同じく，産業界および企業界への強力な結びつきを有する，アクル・B
・ランゲが信頼した“古い保守主義”タイプの劣った価値のせいにするこ
とは，“レブィエール マンション（La Vieille Maison）”を擁護すること
に関わるが故に，レオン・ブルム（Leon Blum）のフランス社会主義を批
判することに等しい。さらにその上，デンマークの保守党指導者が彼の信
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じた運動を追求することに最終的に失敗したという事実は，ムレにとって
間違いなく戦術的過ちであった。１９３９年５月２１日に，ムレはクリスチャン
ズハブンツボルドにおいて反省的演説と称すべきものを行ったが，そこに
おいて彼は自分が失敗に終わった国民投票に関して全責任をとると述べ，
そして党の指導者の地位を辞任することを，ほのめかした。このことは，
一つの石でもって二羽の鳥を殺す機会を頑迷な保守主義者に与えた。すな
わち，彼らは改正された憲法の履行を阻止し，そしてその主要な立案者の
一人である党の責任者を解任したからだ。ムレは自分が発した言葉を守り，
国民投票が否決された翌日に辞任した。彼は彼（および政府）の憲法改正
提案のため党内多数派を獲得する転換過程に成功した。しかし，彼の努力
は彼の党内部の頑迷な保守主義者およびこの国の自由党の団結の前に敗れ
たものと，考えられる。
ムレの主な野心の一つは，保守党から自由党を引き離すことであった（そ
のことは２１世紀のデンマーク政治の状況下では，中道右派政党を意味した）。
ただ，少なくとも，憲法問題に関して二つの政党間には，重要な戦術上の
相違が存在した。ムレは保守党が社会民主党から離反した多数の有権者を
誘い込むだろうと信じた。それに対して，自由党はそれが上院多数派の奪
回を容易にし，それとともに政治的影響力を回復して，一院制の議会にお
いても支配権を手にできるだろうと考えた。それ故，自由党，とりわけ上
院の議員集団は二院制議会派と手を組み，１９３８年６月の三党による憲法上
の協約への関与を拒否した。確かに，首相候補のエリク・エリクセン（Erik
Eriksen）のような自由党の議員の間では，この決定に関して不満が存在
していた。しかし，それと同時に，自由党の孤立主義についても多くの強
力な戦術上の理由が存在した。
第一に，自由党は本来，単一利益の農民党であったにもかかわらず，多
くの農民はカンスレアガド合意の副産物である高関税と自由党が支持した
福祉国家立法にするどく反発していた。要するに，自由党の経済政策は党
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の中軸的な選挙区民の前で攻撃にさらされ，選挙での後退につながった。
１９３５年１０月２２日の下院選挙で，自由党は投票を９万票も減少させ，当該選
挙では１０議席を失った―これに対して一方で，自由保守党（後の農民党）
は５名の議員を当選させた。同じ選挙区で戦った小さな対抗政党を出す抜
くことができず，この事態を鋭く認識した自由党は世間の注目を集めた敵
対的戦術を追求することを決定した。
第二に，農民と農場労働者との間の高まる階級闘争は，一部では農業雇
用者に課された新しい社会保障の責任により高く鼓舞され，地方では社会
民主党の前進を促し，そしてただ強力な宣伝活動のみが左翼の進展を阻止
するだろうと，自由党を説得した。１９３５年の下院選挙において，社会民主
党は４６．１％という記録的な全国レベルでの票を手にした。もちろん，自由
党は社会民主党が率いる政府を通じて推し進められた，大規模な国営化へ
の期待といった農民の間での懸念を利用した。さらにその上，上院におい
て中産階級の多数派を喪失したことは，たとえ効果的でなかったにせよ，
政府への騒々しい反対促進を自由党に容易にさせた，といえる。
最後に，そこには，自由党の指導者による日和見主義的な打算が存在し，
それによって，憲法の妥協に到達するクリストマス・ムレの努力を不発に
終らせ，自由党は幻滅を感じた有権者から有利な選挙の分け前を獲得でき
なかった。事実，三党協約が最終的に承認された時，自由党は彼ら自身の
提案を遅ればせながら提唱したものの，それは党の指導者であるオットー
・カウグ（Otto Krag）の活動に大きく依存していた。その提案には，意
外なことに，一院制議会と２５歳の参政権資格の公約も含まれていた。また，
国民の権利保護に関する長い一連のリストがあり，それには国会議員の五
分の三または有権者の１０％により提出された国民投票を通じて，議会の決
定に対抗する「上訴請求権（the right of appeal）」も含まれていた。この
点は，最後に見捨てられた自由党が戦術的発案権を独占し，欲求不満な有
権者を引きつけることを試みたように，それほど大きな方向逆転―二院制
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議会に対する党長年の固執した方向転換―ではなかった。すでに予測した
ように，一院議会制度の是認は不満を抱いた社会民主党および急進党に訴
えるものであり，また２５歳の参政権基準への支持は複数政党の憲法の妥協
に反対した保守党を引き寄せるものであった。このようなクリストマス・
ムレへの強い反感は，１９２９年の事件を起源とするものであり，それは自由
党を駆り立て，そして１９３９年５月の国民投票では，彼らは投票を手控える
ことにより，三党の一括条項に反対するよう支持者を促したのである
（Ibid ., pp.９２～１０４）。
７，議会改革争点への大衆動員：１９３９年５月の国民投票
このような自由党および不満を抱いた保守党側の行動こそ，憲法改正の
争点について多数の国民を大量動員した時のように，何故，１９３９年３月の
国民投票が期待外れに終わったのかを巧みに説明してくれる。１ヵ月前の
総選挙時の７９．１％に比べると，今回は有権者の４８．９％のみが投票したにす
ぎなかった。実際，この投票数は，ノース・シュレスヴィヒをデンマーク
王国に編入した１９２０年９月の国民投票の時の５０．１％の動員より低かった。
この時，当該問題に関する全体的な合意は投票する一般大衆の行動をかな
り弱めた。確かに，活動的な有権者の９１．９％は，発議された議会改革およ
び２５歳から２３歳へと選挙権年齢の完全な引き下げを支持した。しかし，こ
れは政府の基本的法律文書の改正について，１９１５年憲法で要求された全有
権者の４５％にほんの僅か足りなかったにすぎない。全有権者の４４．４６％の
みが賛成票を投じた一方で，印象的なことは，仮にほんの１１，８１２人以上の
上積み賛成票があれば成功する可能性が十分であったことだ。図表のは，
より詳細にこの時の国民投票の結果を示している。
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図表 １９３９年５月２３日の憲法改正国民投票
投票方法 投票数 投票数の割合 全有権者に占める投票数の割合
賛成 ９６６，２２７人 ９０．８％ ４４．５％
反対 ８５，７１７ ８．１ ３．９
無効票 １１，７７０ １．１ ０．５
総数 １，０６３，７１４ １００ ４８．９
１９３９年５月２３日の憲法改正国民投票，地域別
地域 全有権者の賛成割合 棄権の割合（投票せず）
首都 ６３．８％ ３２．９％
島 ４６．１ ４９．１
ユトランド半島 ３３．０ ６２．１
フェロー諸島 ８．８ ８９．３
登録した全有権者数＝２，１７３，２５０人
出典：Arter, op. cit., “One Ting Too Many”, p.105.
憲法改正への反対は，８万６，０００票に満たない実際の投票で実現したの
だ。反対票と棄権の両方は，自由党が最も強力であった島の農業地域で最
大であった。例えば，ノース・ユトランドのオルボー（Aalborg）の町で
は，改正賛成票が記録的に多かった。一方，奥地の農村地域では，９，５００
票に届かなかった。そのことは西および南ユトランド島（リングクービン，
リゴ，およびヒヨーリング）でも同様に見られ，同地域では，自由党が国
境で拡大するナチの脅威を宣伝する激しい運動を展開していた。彼らが論
じるには，新憲法が二つの追加議員を有するドイツ系少数派を選挙で認め
る可能性があったと。これに対して，実際，３名のナチのメンバーがすで
に，１９３９年４月の総選挙で下院議員に選出されていた。皮肉なことに，自
由党とデンマークのナチは１９３９年の国民投票という同じ目標で間接的に協
力していた。というのも，ナチの指導部は投票を控えるようノース・シュ
レシビィヒのドイツ系少数派を促したからである。ナチの機関紙である『ノ
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ーダシュレシビッヒ ツイトング（Nordschleswigsche Zeitung）』紙によれ
ば，憲法改正問題はさほど重要でなかった，という。むしろ，デンマーク
では失業と農業再建のための要求のような緊急の経済的課題に注意を向け
るべきであった。
その当時，自由党は有権者を“解散させる”という点で本拠地域におい
て有力な存在であり，議会改革をそのように拒否することによって必要な
かなりの支持を得ていた。しかしながら，その拒否の結果もまた，憲法の
改正に反対する運動を担っていた保守党の頑強な抵抗者によって影響を受
け，そうした努力は，かつてムレが有利な国民投票の結果を追求するさい，
彼の指導力が危うくなったときに，とりわけ有効であった。有力な与党の
機関紙『ソーシャル―デモクラテン（Social-Demokraten）』は，専門家の
計算によれば，保守党支持者の約５０％が賛成票を投じた，と報告した。た
だ，その他の新聞は異なった評価を下していた。多くの保守党員は，特に
コペンハーゲンのゲントフテ（Gentofte）選挙区のような党の基盤地域に
おいて離反した一方，ユトランド半島における社会民主党の地域でもまた，
かなりの棄権者が見られた。実際，労働者階級の有権者が，“クリストマ
ス・ムレの指紋をくり抜いた”憲法について熱狂的であったので，彼らの
かなりの割合を失う可能性があった。だが，多数の保守党員が提案に反対
の票を投じたのかもしくは多くの同様の理由の故に自宅に留まったのかを，
確認することはできないし，また１９３９年５月のデンマークにおける憲法改
正案が活動的で，今もってより重要なことに，主として中産階級政党の有
権者の消極的な反対により阻止された事実も見逃がしてならない。こうし
た状況の中で，自由党および頑迷な保守党員に加えて，政党に属しないが，
しかし中産階級に基礎を置いた極右フンド（Rightist Fund）が１９３８年と１９３９
年における国民投票の間に，憲法改正への反対を組織した。
国民投票運動は，二人の人物によって左右された，といえる。すなわち，
クリスチャンズハブンズボルドでの重大な演説を含めて，投票前日の２週
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間に１０回の大衆集会を開いたクリストマス・ムレおよびドーバルド・スタ
ウニング首相である。首相は憲法改正について政党間の話しい合いが行わ
れることが必要になるといった，自由党の提案をつぶすための運動で後に
大きな苦痛を味わされることになる。その時，もし国民投票で敗北してい
たならば，自由党は不相応な影響力を行使するだろうと，推測したのだ。
投票前夜はラジオ討論会によって特色づけられ，そこではクリストマス・
ムレの代役を務めた，『ベーリンスケ・ティーデヌ（Berlingske Tidende）』
紙の編集長アナス・ヴィーゲン（Anders Vigen）が自から，不利な結果の
成り行きの中で後者の意図を説明しようとした。様々な党の指導者による
重要な演説がまた運動の最終舞台を飾り，さらに『ベーリンスケ・ティー
デヌ』紙が賛成票数の読み上げを牽制しつつ，中央コペンハーゲンにある
新聞社以外の多数の“投票温度計”に注目した。さらに全有権者の中での
賛成票の割合は―要求された４５％にまで上昇した。５月２３日の投票日それ
自体は，国中で晴天の下で行われた。
相対的に活気に満ちた運動とその助けとなった天候条件の観点からすれ
ば，低い動員率は憲法改正への国民の関心が低レベルにあった明白な証拠
であると見られてもしかたない。ここで明確なことは，失業者（約１８％）
と一連の社会的および経済的問題が一般の有権者にとって極めて重要であ
ったことである。また，国民投票の意義は国外の事件の増大する脅威と比
較すれば影が薄かったという認識もある。投票日それ自体についていえば，
１０年協定がドイツとイタリアの間で署名され，それによれば，二カ国は戦
争時に相互に迅速な軍事的援助を与えることに同意していた。また，ヒッ
トラーがヴィットリオ・エマヌエレ（イタリア王）三世と電文を交換し，
そして日本も続いて，この展開に喜びを表明していた。
国民投票の結果は秘密にされるだろうし，また事実そうなったことを政
界の中では一般に知られていた。憲法改正は失敗したものの，しかし，全
登録有権者の必要な４５％の賛成票に０．５％足りなかっただけである。それ
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にもかかわらず，僅差による敗北の中で，支持者の間で広がった憤慨は，
投票の重要な特徴を隠蔽していた。まず第一に，国民投票は政府に反対す
る国民の明確な勝利を示していた。それに対して１９３９年５月に，デンマー
クの国民議会議員の圧倒的多数は憲法改正に賛成していた。ところが，投
票する資格を有する国民の過半数はそれを積極的に支持しなかったわけで
ある。国民投票はまた，国民自体の中に著しい分裂が存在していたことを
示していた。とりわけ，都市および農村地域との間での相対立する利益を
めぐってである。改正に賛成の７３．７％という最高得票は，コペンハーゲン
のノレボロ（Nφrrebro）区で記録された。一方，ユトランド半島におけ
るいくつかの中心から離れた地域では，動員率は１５％に到達するのがやっ
との有様であった。この都市―農村の大きな割れ目は同じく，一方で主要
な経済分野と，他方で第二および第三の経済分野との間の―特に大部分の
自由党の農民対都市および首都におけるブルー・カラーとホワイト・カラ
ー労働者の間での，対立として上手く説明されうる。確かに，農民は労働
者階級を指導する党により徴収された税の増額に憤慨していた。重要なこ
とは，農業地域のユトランド半島において，憲法改正案が１１万１，０００票と
極めて少ない獲得票に終わり，これに対してコペンハーゲンでは９万５，０００
票ぎりぎりの４５％を上回る“超過”票が見られたことである。この結果は，
社会変革，すなわち，社会民主党，“新保守党”などの勢力とイデオロギ
ーを実現する新エリートの政治家に対する，旧勢力―ムレがかくもたやす
く放逐した保守党伯爵と豪商による限定された勝利―であると解釈するこ
ともできよう。
もちろん，このような紛争略図の前提は，あくまで仮定上のことであり，
残念ながら，経験的調査データが存在しない中で，体系的に立証できない。
しかしながら，憲法の提案された見直しのような“ハイ・ポリテックス”
の事項が社会的・経済的観点から有権者によって一部分了解されたと，想
定することは全く合理的でない。より正確にいえば，どのように争点が考
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えられていたのか，そして例えば，国民が実際に理解した修正された一院
制議会の詳細は公に疑問視されていなかったのかどうか。その際，無難な
形で主張されたのは，以下の点である。すなわち，１９３９年５月の憲法の国
民投票はそれが徹頭徹尾，政党による政治化であったことだ。これに対し
て，政党は疑問点を解釈し，結果的に有権者を組織しかつ動員することを
強めたのである。実際，１９７２年１０月にヨーロッパ共同体参加へのノルウェ
ーの受諾に関する憲法の国民投票で共通していたのは，有権者が政府およ
び議会における圧倒的多数派には奴隷のように従わない，という事実であ
った。苦々しい気持ちを抱いたスタウニング首相にとって，国民投票の結
果は数カ月後の第二の後退を，つまり４月の総選挙での社会民主党の敗北
に結びつく結果となった。彼の気分は，侮辱と憤慨が混在していたことを
映していた。スタウニングは，“国民投票が無関心の勝利である”，と述べ，
そして国家の評判に関する限り，“ものぐさが勝利することがありえない”，
と強い落胆の気持ちを示した（Ibid ., pp.１０４～１０８）。
８，憲法改正の採択：パート，１９４６―１９５３年
たとえ，１９３９年５月の国民投票がその他に何も残さなかったとしても，
それは議会改革の成功裡な履行を確実にするよう，広範な政党を超えた同
意の必要性を強化することに役立ったのは間違いない。１９３８年および１９３９
年の時点での自由党の役割は，いかにして単一政党のみの反対が効果的で
あったのかを巧みに例証しているし，国家基本法の改正を承認するために
は高い敷居が必要であることを示唆していた。実際，この１９３９年５月の教
訓は，１９４６年と１９５３年との間における憲法改正の第二のかつ決定的段階に
おいて，社会民主党を失望させなかったことであろう。
１９４９年にヘンス・ヘウドフト（Hans Hedtoft）下で少数派与党であった，
社会民主党は憲法改正について穏健な姿勢をくずさなかったが，それは決
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して政権の地位に執着するためばかりのものでなかった。憲法の疑問に関
する立場を譲歩することで，政府は戦後の数年間，緊急な経済的問題に対
してより効率的に取り組むことができたのである。ここで注目すべきは，
自由党は二院制議会に未だに執着していたが，しかし社会民主党の方は，
下院が明白な政治的影響力を行使する限り，単一議会への彼らの伝統的関
与を進んで譲歩するようにさえ，見えたことである。さらにその上，１９４９
年３月に，社会民主党は驚くべきことに，投票年齢の引き下げに関する妥
協案を認めたのだ。一方，自由党は２５歳選挙権資格について一貫した立場
をとった。その間に，他方で，社会民主党は２１歳への固執を同時に主張し
た。しかしながら，仲介者として行動していた保守党は２３歳の妥協案を受
け入れるよう自由党を説き伏せ，次いで，二つの中産階級党がヘウドフト
首相を納得させ，そして彼は順次，同じく自分の党を説得した。社会民主
党が１９５０年の総選挙後，野党に転落した時，党はこの協約を取り消し，共
産党の支持を得て，２１歳への投票年齢の引き下げについて党の伝統的要求
を繰り返した。野党が展開した戦術について大きな検討の余地もあって，
満場一致を達成する一種の譲歩を実現させたが，そのことは社会民主党が
憲法改正の疑問に関する，多くの原則的な姿勢について初期の頃の実用主
義に水をさす結果となった。
それは正確にいえば，議会改革というよりむしろ選挙改革であり，その
ことは戦後直後の数年における優先事項を示していた。１９４５年，占領後の
最初の夏が過ぎた頃，投票年齢の引き下げに賛成する意見が台頭してきた
が，それは基本的には，解放闘争の間に青年層が担った奉仕への見返りで
あった。そこでの明白な理屈は，もし貴方が２１歳の青年に機関銃を与えた
のなら，貴方は彼に票を与えるべきだ，というものであった。地方政府の
選挙に関連する法律案につき保守党が支持した代償として，１９４６年１月に
クヌー・クレステンセン（Knud Kristensen）の自由党少数派政府は，全
政党による憲法委員会を創設することを是認した（図表を参照）。しか
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しながら，憲法改正は，政府再建の時代の間に政治的第一議題とならなか
った。これに対して，クレステンセン首相は全く争点の方向に不熱心で，
そのため１９４６年―１９４７年の議会会期の前に憲法に関する提案を進める最初
の目標は，決して実現されることがなかった。事実，１９４６年の委員会創設
は，もっぱら，クレステンセン少数政府にとって，時間と支持を手にする
ためクレステンセン側の戦術的餌にすぎなかった。
図表 憲法改正案の採択，１９４６年～１９５３年：事件の年代記
１９４６年１月 自由党のクヌー・クレステンセン首相，新しい憲法委員会設
置。
１９４９年３月 ２３歳に投票年齢を引き下げることに関して政党間の妥協が社
会民主党のヘンス・ヘウドフト首相の下で成立。
１９５０年１０月３０日 外務大臣として保守党のウレ・ビョーン・クラフトの入閣と
ともに，自由党エリク・エリクセンの下での歴史的自由党―保
守党少数政府が発足。
１９５１年８月１７日 憲法委員会に関する１９４９年協約への社会民主党および共産党
の破棄および２１歳投票有資格に関する再要求。
１９５１年１０月 保守党の協議会において，ウレ・ビョーン・クラフトが修正
一院制議会に賛成。
１９５２年８月 上院の自由党員で憲法委員会のメンバーである J・P・ステン
ベレが上院の維持を提案。ただし，１名は地方政府の代表を
選出。
１９５２年８月２０日 自由党議会集団の会合で，一院制議会制度を基礎にして交渉
することをエリク・エリクセン首相に権限を授権。
１９５３年１月７日 主要５党（自由，保守，急進，社会民主，および正義）が憲
法委員会の論説小委員会で憲法改正に関して妥協点に到達。
１９５３年１月２９日 １９４６年憲法委員会が最終報告書を提出。
１９５３年３月２８日 委員会修正法律案の国民議会での最終承認。
１９５３年４月７日 市民委員会である“４月７日委員会”の声明で提案された一
院制変更に反対表明。
１９５３年４月２１日 下院選挙実施；社会民主党が勝利。
１９５３年４月２２日 エリク・エリクセン，彼の政府からの辞任に同意。
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１９５３年４月２８日 上院選挙実施
１９５３年５月２日 デンマーク国王，エリクセン首相に辞任撤回を要求。
１９５３年５月８日 社会民主党，エリクセン政府に対する不信任案提出。
１９５３年５月９日 憲法改正法律案，１９１５年憲法第９４条に従って国民議会に再提
出。
１９５３年５月１３日 国民議会，憲法改正法律案を再可決。
１９５３年５月２８日 議会改革および２３歳投票年齢引き下げに関する国民投票実
施；両法律案承認。
１９５３年６月５日 国王，新憲法を承認。
１９５３年６月２５日 自由党がクヌー・クレステンセンの離党を公表。
１９５３年７月１５日 新憲法に反対する，”１９５３年７月１５日委員会”の設置。
１９５３年８月 前の自由党指導者クヌー・エリクセンが指導する独立党形成。
１９５３年９月２２日 新一院制国民議会のための最初の総選挙実施。
出典：Arter, op. cit., “One Ting Too Many”, p.110
１９４６年の憲法委員会は，その後二つの機会を得て再編成された。すなわ
ち，一つは，１９４７年におけるヘンス・ヘウドフト少数派政府が発足した後
に，そして次に，１９５０年のエリク・エリクセン（Erik Eriksen）下での自
由―保守党少数連合が創設された後である。さらにその上，ヘウドフトと
野党の委員長との間で同意した路線に沿って，委員会の中に５つの特別小
委員会が１９４９年に設けられた。これらの小委員会は，順次議会およびそれ
に関連する組織と内容を取り扱った。すなわち，大臣責任制，国務大臣お
よび法律審議会，行政に対する議会支配，国民の権利および自由，そして
最後に，１９３８年６月の社会民主党，急進党および保守党の間での同意に照
らして，現行の１９１５年憲法を再検討する論説小委員会，さらに５つの小委
員会に加えて，憲法委員会の１４の総会が７年の存続期間で設置された。こ
の作業は，１９５３年１月２９日の最終委員会報告について，１９４９年憲法委員会
が提出した答申の中に盛り込まれた。
最終報告書において，委員会は三つの主要な勧告を行った。最初に，１９３７
年委員会により提案された修正一院制議会に代わって，国民議会は最大１７９
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名の議員から成る単一の分割できない議院となり，１７９名のうちの２名は
それぞれ，フェロー諸島とグリーンランドのために選出する。次に，有効
な抑制と均衡を定めた成果として，議員三分の一の書面による要求に基づ
き，議会が承認したすべての立法に関して国民投票を求める条項の作成。
より詳しくいえば，改正された第２条の草案は以下のように規定された。
すなわち，「議会は法律案を受諾した時，議員の三分の一により，法律案
を最終的に承認する３日以内に，それを国民投票に付すよう要求すること
ができる。国民投票は，首相がそれを告示した後，最短で１２週間，最長で
１８週間以内に行われるものとする。法律案を撤回するには，投票者の過半
数以上および全ての資格を有する有権者の最低３０％が国民投票においてそ
れに反対票を投じなければならない」。
しかしながら，一連の財政上の事項は結局，提案された第４２条の国民投
票の規定から除外されたのである。
最終的に，憲法委員会は，改正された憲法の中に大臣責任制の原則を編
入するための事項を追認した。こうして理論と方法は形式上整えられたの
である。刷新された第１５条は，今や以下のように読み替えられた。すなわ
ち，大臣は議会が彼に信任を表明した後でなければ，公職に就任すること
ができない。もし，議会が首相への信任を表明しなければ，首相は新たな
選挙を要求しない限り，次に内閣の辞任を要求できるものとする。少数派
報告の中で，共産党のアクセル・ラーセン（Aksel Larsen）は，各新政府
に対して，その政策計画案への信任につき積極的な議決を追求することを
さらに要求することで，国民議会に対する政府の説明義務を強化しようと
した。もし，国民議会が，この計画案への討論の後に，いかなる信任も表
明しないならば，後任政府は辞任を余儀なくされるし，またもし必要なら
ば，他の選挙が３０日以内に行われることになるだろう。
二院制議会に賛成する中産階級側の力強い姿勢，また少なくとも，一院
制議会のいくつかの構造上の分割への強い好みを考慮した場合，単一の一
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院制議会に関する委員会の主要な勧告はむしろ困惑させられる内容であっ
た。例えば，１９５１年１０月における保守党党員集会で，ウレ・ビョーン・ク
ラフトは無条件に以下のことを明確にした。すなわち，自分は委員会の審
議のこの結果について，修正された一院制議会，並びに表明された驚きに
満ちたクリストマス・ムレの青写真に，いまも同意していると。議会の構
造と組織に関する論議の出発点として，委員会は二つの文書を検討した。
すなわち，一つは，民主的国家における二院制体制の形成に関するエルフ
・ロス（Alf Ross）教授の覚書，そして他の一つは，フィンランドの一院
制議会およびノルウェーとアイスランドにおける修正された一院制議会の
独自な役割に関する議会事務局報告，である。要するに，委員会の委員は，
北欧のその他の地域における立法慣例に経験上よく通じていたのである。
“１選挙区および１選挙日”についてクリストマス・ムレの１９３８年方式
の妥当性に関して委員会内では，合意案が素早くまとまった。議論は最初，
ノルウェーの議会とその二つの内部部門，つまり下院（Odelsting）およ
び上院（Lagting）の業務に集中し，それはムレの当初の報告の基礎にな
った。委員会に提出された報告では，立法府の分割が統一した議会と同様
な政治的構成を基本的に有しているので，それらは二重であって，行政府
により提案された法律案に関して異なった見解を認めるものではない，と
論じた。その結果，上院分割はほとんど必要がなくなった。それ故，委員
会は議会改正に関する次の審議のモデルとしてフィンランドのエドゥスク
ナタ（Eduskunata）―一院制議会をとりあげることを決めた。ノルウェー
の修正された一院制議会についての議会事務局の批判は，上院の政党政治
化への高い理解のある評価―当初，法律専門家の一団から立案された―を反
映し，それは上院の業務を補完するというよりもむしろ反複するものであ
る，と見られた。事実，上院を廃止し，しかも単純な一院制議会制度に進
む必要性については，ノルウェーにおいても継続的に論議が行われたこと
を忘れてならない。
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１９４６年委員会では次のような，言及があった。すなわち，フィンランド
議会の議事規則に従って，第三読会で単純多数を得た法律案は，エスクタ
ナ（議会）の最低三分の一議員が賛成すれば，“（審議を）停止する”こと
ができる，と。当該法律案はその後，総選挙の後の最初の議会期まで，正
式に第三読会の方式で存続し，その場合には単純多数によって承認するこ
とができる。このいわゆる“停止権（suspensive veto）”は当初，１９０７年
に新しい二院制を採用したフィンランド議会の議事規則の中に組み込まれ
ていた。その規定は，普通選挙権の導入により定着したエリートを政治的
忘却のかなたへ押し流す恐れがあったその時に，彼らの生命線となった。
それ故，それはデンマークの憲法委員会における中産階級の代表にとって，
強力で明白なアピールとなることが期待され，彼らは改革された単一議会
について左翼の期待に直面していたのである。
フィンランドにおけるこの規定の存在は，明らかに以下のことを意味し
ていた。つまり，議会の野党は通常，議会で法律案を提出するに先立って，
最も重要な政府法律案との関係において事実上の交渉権を獲得していたと。
それはまた，最小限の議席で勝利する連合（議会で５０％プラス１名の議員
により支持された連合）が実際には十分でないことを意味した。完全に有
効となるには，フィンランド政府は議会で三分の二以上の支持を有しなけ
ればならないのである。結局，フィンランドのいわゆる据え置き規定を無
差別に採用することは，デンマークでは適切だとは考えられず，議会の少
数派の地位を維持するために，議会議員の三分の一で立法化する法律案を
国民投票に委ねる（第４２条の）権利が付与された。第４２条は，１９５３年に改
正されたデンマーク憲法の明確な特徴の一つとなり，それは明らかにフィ
ンランドの議会慣行に基づいて設計され，とりわけ，受け入れた法律案を
“停止”する国家にとって規定のモデルとなった。
断続する審議の過程において，１９４６年憲法委員会はまた，特別機関を創
設するかどうかを審議した。その役割は，議会の常任委員会による審議と
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本会議第二読会との間で“法律案の合法的および技術的調査”を保証する
ものであった。スタウニング首相は明らかに，１９３４年に比較できる何かを
思い描いていた。その時，彼はスウェーデンの慣習に基づいた「法律検討
委員会（Legal Review Committee）〔その後“法律協議会”（Law Council）〕」
を示唆した。ただし，後者とは異なり，スウェーデンの機関構成員の一部
には（議会の）事務総長も含まれていた。１９４６年委員会が可能な検討機関
を，議会の基礎構造の一部または議会の外部の制度として見ていたかどう
かについて，は判然としない。いずれにせよ，イェンス・ムレ［前の下院
事務総長（Jens Møller）］），ポール・アンナセン（Poul Andersen）教授
のおよびエルフ・ロス（Alf Ross）は，１９５２年９月２９日に次のように証言
した。すなわち，そのような機関は大抵，見当違いなものとなるだろう。
それに対して，提案は実務的専門技術を有する構成員により補充された議
題を特定した議会常任委員会において，法的，技術的，および行政的立場
から，効果的に運営されるだろうと。しかしながら，彼らの専門職的常任
委員会の網状組織の構想は，１９７２年まで実を結ばなかった。デンマークの
一院制議会において最初の１９年間，下院は英国下院の方式に習って，専門
職的，法律的特別委員会のみを有していたにすぎない。
単一の一院制議会体制への一つの推移となった，１９４６年委員会の主要な
勧告は，二つの主要な要因の産物であった。一つは，それが委員会の憲法
専門家により提示された参考資料の影響，とりわけノルウェーにおける議
会内部門の政党―政治化された性質について，彼らの極めて正鵠を得た評
価を反映していた。第二に，それは伝統的な左翼の要求について中産階級
政党よる不本意ながらの受諾を意味した―かつて，フィランド制度の検討
は中産階級政党に，有効な抑制と均衡が単純な一院制制度に中に組み込ま
れること，を確信させた。修正された一院制議会をめぐる争いが委員会で
存在しなくなったことが明らかになった時，第４２条で具体化されたように，
国民投票の基本方針が保守党とその委員会代表の基本的要求となったので
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ある。
委員会は，エルフ・ロスが提案した第４２条の改正に関する審議を開始し
た。それは，１９５２年に報告された“直近の国民投票”への調査に関するス
ウェーデン委員会の所見と一緒になっていた。第三読会で採択された後に
続いて，当該提案は議員の三分の一に従って国民投票に付される，という
同意点に到達した。それに対して，国民投票の票は，提案に賛成かもしく
は反対かのいずれに投じられ，また，決めてとなる拒否の国民投票の票は，
全有権者の一定の割合を要することになった。ただ，その割合の細目をめ
ぐっては，著しい意見の相違が見られた。
与党の自由党および保守党は，国民投票という手段を主として，急進的
議会の変化に対抗する砦と見ていた。すなわち，議会における左翼多数派
の専制に対する解毒薬と見ていた。彼らの考えでは，国民投票を管理する
規則は，単に議会多数派に依拠する政府が国民の多数派の支持を得なけれ
ば，遠大な立法を履行できないことを保証するように起草されるべきであ
った。“国民の多数派の支持”についての不誠実な補足説明は，実際には，
全有権者の活動的少数派が政府の法律案を覆す手段を有する方法で取り決
めを構築することを意味した。憲法改正について，それが是認されるには
登録した全有権者の４５％の支持を要求していた。第４２条をめぐる論争は，
否決を確実にするのに必要な議会での法律案に反対する国民投票の票数の
規模をめぐるものであった。中産階級政党にとっては，議会の第三読会で
承認された法律案の阻止を求める反対票が少なければ少ない程，左翼政府
に対して国民により発揮される均衡と抑制がますます効果的となるという
わけだ。
それ故，委員会において中道―右派与党は全有権者の３０％を上限とする
反対票を選び，社会民主党は４０％を要求し，そして急進党および正義党は
各々，３５％と３３％に賛成した。政権を担っていた政党は，野党に対するそ
の他の譲歩を犠牲にしたにもかかわらず，最終的に我が道を歩んだ。こう
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して予算，課税，給料および年金，並びに土地収容法案は，第４２条の条件
から明確に排除されたのだ。このような方法で，左翼政党は統治する政府
の能力，とりわけ，経済を管理する政府の能力が深刻に脅かされないこと，
を確実にした。さらにその上，上院での論争の間に，別の逃げ道も設けら
れ，下院の多数派が国民による審判について，法律案を提示するよりも通
過の後にそれを中断することを決めることを可能にした。このような方法
により，政府はひどく当惑していた有権者からの予期された拒絶を避ける
ことができたのである。
また提案された第４２条により補遺されたのは，これらが国家主権の一定
の放棄に関わった場合に，超国家的機関におけるデンマークの構成員につ
いての申請に関係する特殊な規定であった。これを制定するために，当該
提案は５６名の議会多数派かもしくは，もしそれが政府に支持されているが
多数派を欠いている場合には，国民投票が第４２条に従って用意されること
になっていた。興味深いことに，委員会委員は，成長するヨーヨッパの統
合過程を断言し―そこには，シューマン計画に基づいた石炭および鉄鋼協
同体への特別な言及があった―また北欧地域内の制度化された協力体制の
可能性を排除していなかった。事実，「北欧理事会（The Nordic Council）」
は，１９５２年にデンマークの主導で，設けられた。
確かに，第４２条のもとで創設された少数派への保障事項は，エドゥスク
ナタ（議会）の議員にとってフィンランドにおいて利用できる淡い影にす
ぎなかった。例えば，デンマークが起草した第４２条は，次の総選挙の後ま
で立法上の議案を延期するには，議会の三分の一で可能な延期拒否権を与
えていた。次の総選挙では，政府およびまたは議会の党派構成における変
動がその制定に反対して巧みに影響を及ぼすことになる。ただ，フィンラ
ンドの場合とは異なり，デンマークでは，提案された第４２条の条件から財
政法案を事実上除外した。共産党の委員会委員であったアクセル・ラーセ
ン（Aksel larsen）は，第４２条が国民議会の少数派への効果的な保証条項
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を規定するにあたって“実効性を欠くお仕着せ”以外のなにものでない，
と主張した。彼はまた次のように論じた。すなわち，提案を否決するのに
必要な票数は，動員者の勇気を失うほど高く設定され，そのため，法律案
を否決に持ち込むのは容易なことでなかった。この手段を通じて，政府へ
の厳しい挑戦を高める現実的な展望はほとんど存在しなかったので，第４２
条は即座に，死文化した条項となった。ラーセンの結論によれば，国民投
票においてこれらの票の単純過半数で法律案を否決するのに十分であっ
た―第４２条に従って提出された法律案および提案された憲法改正案の両方
ともである。
（法律案）停止権が，１９１５年憲法の第７３条第２節の中で，デンマークに
おいてすでに存在していたことは注目すべきことである。それは以下のこ
とを明記していた。つまり，もし財産の押収に関係する法律案が成立した
なら，議会の三分の一の賛成で１４日以内に，総選挙の後まで停止する国王
の同意が行われ，新議会の承認を当該選挙後に得る必要がある旨，を要求
する。この庇護は，財産押収の法律案を防ぐことを意図したものであり，
一部には，社会主義労働運動の拡大と生産手段の国有化の要求を相殺し，
また一部には上院の土地所有者の特別代表を廃止した結果として，１９１５年
憲法の中に設けられたものであった。１９４６年憲法委員会は，次の総選挙へ
の延期が申請される時期，つまり１４日から２１日までと縮小要件のみを記し
た第７３条の変更を提案した。その他の点では，付託条件は同じで，その規
定にはいまだに財産法律案のみが含まれていた。かくして，提案された第
７３条は全ての立法を守るフィンランドの停止権の範囲よりも限定されたも
のとなった。
行政府に対する一つの最終的歯止めは，デンマーク憲法において提案さ
れた改正案の中に組み入れこまれていた。上院が扇動的行動をとった場合
に，法律案の第三読会は第二読会の後に最低１２週間まで延期することを下
院議員の五分の二の少数賛成で可能とする条項も含まれていた。すでに，
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論じたように，この拡大した審議期間は，表面的には新しいあるいは適切
な論議を可能にした。しかしながら，この条項から排除されたものは，第
４２条の規定の枠外に置かれたものと同じく極めて重要な財政事項であった。
１９５３年１月における１９４６年憲法委員会の最終報告書は，まさに政党間の
妥協によるものに他ならない。中産階級政党の代表者は，新しい単一議院
の中で自由になった左翼多数派に対する保護手段として正統な一院制議会
論でもって応酬した。特に，保守党は，彼らの大多数がわずかに一院制議
会論者に抵抗し，上院廃止を受諾する絶対に必要な条件として，他の少数
派の保護手段とともに，適切な国民投票の規定を重視していた。
結局，共産党のみが憲法改革に関する多党間の意見一致の外側に留まっ
た。ただ，その他に二院制議会の個々の提案者，特に上院の自由党議員が
残存していた。例えば，１９５３年３月２８日，上院における憲法改正案の第三
読会では，６人の自由党員が当該法律案に反対し，１人が棄権した。彼ら
は，自由党エリク・エリクセン首相の一院制議会への戦術的転換を受け入
れなかった。自由党の二院制議会論者の間で最も重要な人物は，J・P・ス
テンベレ（J・P・Stensballe）であり，彼は提案された憲法上の取り決め
が行政権の可能な乱用に対する十分な保護手段を設けるのに失敗した，と
主張した。彼の意見は，委員会の業務とは分離した少数派報告の中に力強
く表明された。１９５２年―５３年の間，一院制議会に反対を表明した自由党の
上院集団での他の著明な議員は，ペア・フェデアスペル（Per Federspiel）
である。重要なことに，ステンベレとフェデアスペルの両者は多くの有力
な自由党系の新聞から彼らの立場に対して支持を得ていた。さらにその上，
憲法委員会の業務を手助けした学究的専門家の数名，その中で最も著明な
のはエルフ・ロス，ポール・アンナセン，およびジェンズ・ムレで，彼ら
は１８４９年に遡る伝統的なデンマーク二院制議会の提案された消滅について
強い懸念を表明したのである（Ibid ., pp.１０８～１１６）。
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９，二院制議会の維持に関する事例
自由党の J・P・ステンベレの理論の鋭さは，憲法委員会の１９５３年提案
が国民議会の少数派の保護を十分に保証しておらず，従って一院制議会と
いう本質的に弱体な形態を創設した，というものであった。彼の見解によ
れば，経済，雇用，課税，教会―国家との関係，および教育のような重要
な分野において，軽率な立法上の行動を単一の多数派がとらないようにす
るための障害物は不十分だ，というものだった。ステンベレが観察したの
は，軽率な決定に対する唯一の保証が，第４２条に描かれた国民投票の規定
であり―この保証手段でさえも広範囲にわたる財政政策に適用されなかっ
た。ステンベレは，共産党委員会メンバーのアクセル・ラーセンと一致協
力して，国民投票が不都合な影響を受けた少数派の立場を保護するため，
当初意図したようには適用されないだろうと，論じた。というのも必要と
された重要な国民投票の票では法律案の廃止はできそうにもなく，これは
次に議事手続きの適用も阻止するからである。
ステンベレは，二院制議会体制の下ではこれとは対照的に，議会および
協同組合部門との間で相互の実りのある影響が存在する，と論じた。彼が
強く主張したのは，労働組合，経営者組織，および他の重要な経済関係者
は，彼らが一院制から二院制へと転換する提案に自身が通じるため，また
次にその提案に建設的影響を及ぼす貴重な機会を有しているのだと。この
機会は，戦術的な政策決定が常任委員会の秘密主義の中に埋没してしまっ
たので，一院制議会制度の中で失われてしまったのである。
ステンベレは，フィンランドの立法過程に間違いなく魅惑されていた。
彼はそれが議会の少数派にとって十分な保護を規定した西ヨーロッパにお
ける唯一の一院制議会であった，と公言した。確かに，ステンベレはフィ
ンランドの「全体委員会（Grand Committee）」という第二院的機能につ
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いてむしろ明るい姿を思い描き，この独自の特徴が政党―政治化されるそ
の程度を無視したのだと考えた。それにもかかわらず，彼はフィンランド
において議会の少数派の権利を保護するのに利用された議事手続きをデン
マークで全面的に採用することを唱導しなかった。その代わりに，彼は二
院制議会の現状維持を正当化するためフィンランドの事例を引用すること
で，その題目に依拠して論議を展開した。二院制度は少数派の防御手段と
いうフィンランド―型の仕組みでもって一院制議会を運用する以上に複雑
なものなのか，と彼は疑問を呈した。彼の結論によれば，選挙人（主とし
て，地方議会議員）により間接的に選出され分離できない上院は，８年任
期につき各々４年ごとに選出された議員の半数により―第４２条の国民投票
規定とともに―行政府の愚行に反対する最良の保護を定めたものであった。
議会の二院制主義に関するより徹底的な擁護は，ポール・アンダソン
（Poul Anderson），イェンス・ムレ（Jens Møller），およびエルフ・ロス
（Alf Ross）のような憲法専門家により，憲法委員会に対する声明の中に
含まれていた。まず第一に，第二次世界大戦後の数年間，二院制議会は西
欧世界における有力な議会上の取り決めとなっており，また単一議会国家
体制の範囲は増大しなかったこと，が観察された。重要なことは，二院制
の国民議会が第４共和制開始のフランスで再導入され，続いて単一議会の
選択を含んだ憲法提案が拒否された，ことが注目された。１９４６年５月５日
の投票は，有権者が国民投票の提案を拒否したフランス史上最初の出来事
であった。さらにその上，デンマークの専門家の目撃証言によれば，国民
代表が一院制議会を通じて実施した理念は，本質的に，フランス革命に端
を発する過激なものであった。相談を受けた専門家が述べたように，この
重要な教義的見解は，せいぜいよくても，小さなものにすぎず，一院制議
会は少なくとも，二院制議会の相手よりも安定性が低かった，ことを示し
ていた。
アンダーソン，ムレ，およびロスは，さらに次のように主張した。すな
274
わち，二院制議会体制は，横暴な行政府に対して，とりわけ，委員会の一
院制議会の主張に見られた少数派の保護手段の不徹底とは対照的に，存続
可能な均衡と抑制を提供したのだと。フィンランドの一院制議会が，デン
マークの改革者の業務モデルとして受けとられた一方で，憲法委員会の最
終報告書には，フィンランドの議会の慣習のわずかな説明さえも含まれて
いなかった。ただし，停止権の有効な形態が存在しなかったことは，最も
驚かされた。さらに，委員会は明らかに，フィンランドの議会の行き過ぎ
に反対するその他の均衡を無視した。それに対して，フィンランドの大統
領は独自の権力基盤を持ち，彼自身議会の審議事項に関して拒否権を利用
できた。彼らが論じたのは，デンマークの委員会が提案した弱体な一院制
議会では，もはやデンマークにおいて一世紀をこえた強力な二院制議会の
代用にはならない，というものであった。
第三に，委員会の勧告について批判者が主張したのは，以下のような点
であった。すなわち，二院制議会制度は，立法上の労働分業を容易にし，
そしてこのことは，政府の範囲と規模を安定的に発展させる視点から重要
であり，しかもその当然の結果として，議会の業務負担を増やすだろう。
彼らが主張するには，国民議会に課された余分な負担の証拠は当初，上院
に上程された政府法律案件の増大から探りだされるだろうと。例えば，１９３２
年と１９３５年の間の三回にわたる議会会期に，上院先議の政府法律案の割合
は平均すると１８％であったのに対して，１９５２年―５３年には，それはほぼ４０％
に増大した。そこでは上院が法律案の発議のための貴重な出口として描か
れており，かくして，下院における行き詰まりのいくつかを救ったのであ
る。それはまた，デンマークの上院が重要な審議機能を遂行しており，必
ずしも下院と協同して行動していなかったことを物語っていた。両院の議
員が関係する合同政党会議は，二つの議会部門を調整することを期待され
ていたにもかかわらず，実際には，上院は定期的に下院から受け取った法
律案を修正し，かくして貴重な第二―意見の機能を提供した，と専門家は
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観察した。
最終的な段階で，アンダーソン，ムレ，およびロスは，憲法委員会がも
っぱら政治的便宜主義の立場に従って手続きを進めた―改革された上院の
構成に関する同意が出現しなかったことを理由に単純に二院制議会を放棄
した―と非難した。
三名の専門家はまた，この国における二院制議会への持続的支持をほの
めかした。確かに，憲法委員会の作業への国民の関心を確認する作業は著
しく熱意を欠いていた。しかしながら，憲法改正に最も関心を抱いていた
これらの人々は，通常それに最も反対していた人々でもあった。彼らは，
ユトランド島を基盤とする『ユレンス ポステン』紙によって率いられて
おり，それは大きな発行部数を有し，国民にかなりの影響力があった。さ
らにその上，国民議会が１９５３年３月に新しく起草した憲法案を最終的に承
認した後，この日刊紙にたくさんの手紙が寄せられ，その中には与党が野
党と取引を行ったという，憤りの声も表明されていた。前の自由党のクヌ
ー・クレステンセン首相もまた，憲法改正に強力な反対を表明し，４月の
初めに，別の対抗勢力がフレデックスバークの前市長，V・フィシャ （ーV
・Fischer）の指導力のもとで組織された。要するに，中産階級政府はそ
れ自身「草の根」の支持者からかなり攻撃を受けていたのである。
問題となっていた自由党―保守党の憲法協約は，１９５３年１月７日の憲法
会議において，野党（社会民主党，急進党，および正義党）の間で，つい
に同意点に達した。実際，１９３０年代の憲法問題をめぐる分裂とは対照的に，
自由党および保守党といった，二つの指導的な中産階級政党は，主として，
政権の中で戦術的余地を自ら保証する一つの手段だったにもかかわらず，
憲法改正を促進するため戦後和解に転じたのである。１９５０年と１９５３年の間
にデンマークを支配した自由党―保守党政府が，今世紀に二つの政党の間
で初めて政府協力の典型的事例を示したという点で歴史的であった。しか
しながら，それは正義党からの特定事項への支持に依拠した少数派政府に
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すぎなかた。このような状況の中で，おそらく明らかになったことは，そ
の他の立法上の事項を支持する野党にとって，憲法上の問題に関する協約
を取引材料にする傾向があったことだ。皮肉にも，憲法改正を促進する決
意は実質的に，与党内よりも野党側でより大きかった。与党内では彼ら自
身，運動を転換するのを躊躇する姿勢が多々見られた。だが，存在理由は
広まっていた。一院制議会は社会民主党を満足させた一方で，憲法改正の
追求は NATOへの支持の問題について，政府および社会民主党の両方に
反対した中軸の急進党を味方に呼び寄せる結果となった。
確かに，このような分析は，自由党の指導者エリク・エリクセンに対し
て，むしろ厳しいものであったように思われる。結局，彼は自由党の一院
制議会提案を明確にするにあたり，１９３９年に１４年以前からオット・カウグ
（Otte Krag）の影響を受けており，彼の党が１９３８年６月に政党を超えて憲
法上の妥協を支持しなかった後悔の気持ちを，そのとき表明した。こうし
て，エリクセンの見解の中には，重要な猶予権限を有する上院が必要なも
のを遅滞させているだけだという，基本的な認識上での一貫性が見られた。
さらにその上，彼はまた，憲法改正が有力な中産階級陣営に指導的な非社
会主義者政党を結びつけることに貢献した，と考えていたようだ。フグト
マン（Fogtmann）が指摘しているように，１９５０年１０月，首相に就任した
エリクセンは次のことを支持した。つまり，“数年にわたる新憲法に関す
る非社会主義者の協力と効果的な経済綱領（一連の厳しい耐乏法案）は，
社会民主党への自由な選択に向かう方法を容易にし”―そのいくつかは彼
が数年間，築きあげようと努力したものであった。
いずれにせよ，政府与党は彼らが１９５３年の憲法上の妥協によって手ぶら
の状態になったとは，感じていなかった。『ベーリンスケ ティデーヌ（Ber-
lingske Tidende）』紙の声明文において，保守党の議会集団代表カール・
オレセン（Karl Olsen）は，二つの連立政党が個人の権利と自由について
拡大する保護の形態およびスウェーデン型オンブズマンの制度を憲法の包
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括案に組み入れることに成功したと，公言した。政府はまた，改定された
第４２条の条件の下で，法律案を覆すために全有権者の３０％という相対的に
低い要件の要求を呑んだのである。
かくして憲法委員会は，１９５３年１月２９日，その最終報告書を提出し，そ
して１月１０日，委員会の勧告を組み入れた憲法改正法案が下院の第三読会
を通過した。両院では，改正された憲法案に賛成する圧倒的多数の議員が
存在した。最終的な下院での投票に際して反対したのは，共産党と一名の
保守党議員ヘンス・テェー・ヤコブセン（Hans Thyge Jacobsen）のみで，
上院では（それは改正案の結果廃止されることになっていた），唯一の反
対票は孤立した自由党および団結した共産党代表のそれであった。１９５３年
３月後半に，憲法改正法律案を国民議会が可決した後でも，エリクセン政
府はなお，三つの主要な挑戦に直面していた。
第一に，憲法を改正する過程の一部として要求された，１９５３年４月２１日
の総選挙以降も，政権を維持するという困難な業務が存在した。次に，憲
法改正法案が新たに選出された国民議会で再確認されることを確実にする
必要があった。最後に，５月２８日に設定された国民投票で憲法改正案に対
して支持者を動員する努力があった。おそらく，１９３９年の憲法国民投票に
先立つ総選挙のときのように，議会改革の問題は４月２１日の選挙において
相対的に小さな役割しか果たさないだろう，と期待されていた。ただ，憲
法改正に関する広範な政党を超えて同意された意見では，国民投票に先立
つ期間が政党の政治的戦いの一時的停止というよりも激しくなった闘争に
より特徴づけられるとは，まったく予想されていなかった。
しかしながら，４月の総選挙の頃までに，社会民主党と非社会主義政党
との間には，深刻な割れ目が生じていた。この割れ目は，党内操縦という
点で急進党の戦略的立場を高めた。総選挙に対する対応は，乱戦に参加し，
ことに政府の外交および防衛政策を攻撃した急進党とともに，社会民主党
からエリクセン―クラフトのすべての連合に対する全面的な攻撃で特色づ
278
けられた。しかしながら，憲法改正の問題に関して，一般的に政党を超え
た同意が存在したものの，その問題は目立った敵対主義的運動の形をとら
ず，選挙抗争においても極めて小さな役割しか果たさなかった。総選挙の
結果は，政府に政治的危機をもたらした。社会民主党票は１９４５年以来全体
で最大の党票を獲得し，ほぼ１％増大した。これに対して，自由党は１９５０
年の結果を僅かに超えただけであった。それとは対照的に，保守党の票は
ほぼ０．５％失い（全体として，二大政党の票の連合分担は僅かに増大した），
急進党は小さな基盤を確保した。正義党の支持は１９５０年と１９５３年の間に下
院で勢力均衡を維持していたものの，かなり低下した。国民議会の議席数
からいえば（図表参照），社会民主党は総計６１で２議席増し，連立政党
の合同した議席を越えた―自由党は３３で（１議席増），また保守党は２６で（１
議席減）―にもかかわらず，彼らの以前の総計５９の下院議席を維持した。
正義党は９議席で３議席減，急進党は１３議席を獲得して１議席増，また共
産党は７議席を得て以前と同様の議席を確保した。
経済の安定化（もっぱら直接税の増大および強制貯蓄の導入）並びに国
内配給の終止という政府の政策実行の視点からすれば，選挙の結果は連合
政党にとって失望させられるものに終わった。低い動員数，ことにユトラ
ンドのそれは救いようがなく，デンマーク連合党の参加もままならず，３
年前の候補者は立候補しなかった。この点について，『ナショナルティデ
ヌ（Nationaltidende）』紙は，次のように推論した。つまり，政府，特に
保守党はまたもや，憲法改正に反対する投票から逃げた投票者を取り損ね
たと。
４月２２日，エリク・エリクセン首相は彼の政権からの辞任を表明した。
しかしながら，５月２日，デンマーク国王は彼にその撤回を求めた。その
際明らかとなったことは，急進党が憲法の国民投票の後まで論争となって
いる立法を審議しないという条件で，中産階級政府を支持することだった。
急進党の指導者ベーテル・デルゴー（Bertel Dahlgaard）［憲法委員会の小
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１９５３年選挙（９月）
政党 投票（％） 議席
社民 ４１．３ ７４
保守 ２３．３ ４２
急進 １６．８ ３０
正義 ７．８ １４
独立 ２．７ ―
共産 ４．３ ８
その他 ０．４ ―
出典：Arter, op. cit., “One Ting Too Many”, p.122.
図表 国民議会の政党の投票および議席，１９４５年～１９５３年（９月）
１９４５年選挙 １９４７年選挙 １９５０年選挙 １９５３年選挙（４月）
政党 投票（％） 議席 投票（％） 議席 投票（％） 議席 投票（％） 議席
社民 ３２．８ ４８ ４０．４ ５７ ３９．６ ５９ ４０．４ ６１
自由 ２３．４ ３８ ２７．６ ４９ ２１．３ ３２ ２２．０ ３３
保守 １８．２ ２６ １２．４ １７ １７．８ ２７ １７．３ ２６
急進 ８．２ １１ ６．９ １０ ８．２ １２ ８．６ １３
正義 １．９ ３ ４．５ ６ ８．２ １２ ５．６ ９
共産 １２．４ １８ ６．７ ９ ４．６ ７ ４．７ ７
その他 ３．１ ４ １．８ ― ０．３ ― １．２ ―
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委員会委員長］は，エリクセン政府を支持するわが党の決定がいかにして
次のような懸念を定着させたかを思いだした。つまり，政府の崩壊により，
必要な国民投票の承認を得るための憲法改正の展望が大きな危険にさらさ
れたように，自由党および保守党投票者の間で一段と厳しさが増すだろう
と。社会民主党の側にとっては，投票をした後に中産階級連合を交代させ
るという彼らの願望の挫折であり，それは野党である彼らの牙を一層鋭利
なものにした。１９５３年５月８日，社会民主党は補正予算法案と関連づけて
エリクセン政府への不信任動議を提出した。４月２１日，総選挙の後に生じ
た政府の危機は，野党の社会民主党を孤立させ，急進党の強力な戦術上の
地位を強め，そして事実上，５月２８日の国民投票に先立つ期間の政党政治
の取引を活発にした。憲法改正に関する意見の一致は維持された。しかし
それは，問題となっているものが“良き社会民主党の憲法”だと主張する
ことで賛成票を促進する運動を社会民主党が展開した後のことである。さ
らにその上，投票年齢の引き下げ問題―来るべき国民投票では分離した質
問―に関しては，いかなる妥協点にも達することができず，従って，社会
民主党は２３歳という中産階級政党の提案に反対して，２１歳に参政権を付与
する運動を困難な状況下で進めざるを得なかった（Ibid ., pp.１１６～１２２）。
１０，１９５３年５月の“確認議会”における議会改革の最終承認
１９１５年憲法の第４条に従い，４月の総選挙後に召集された国民議会は，
唯一つの任務を負っていた。すなわち，３月２８日に二つの議院で承認され
たのとは異ならない形体で憲法改正案を承認もしくは否認すること，それ
は，いわゆる“確認議会（affirmation assembly）”と呼ばれた。
それ故，憲法改正案が５月９日に再び承認のため国民議会に提出された
時，本会議での演説は相対的に簡単なもので，詳細な論議は避けていた。
そして一般に，来るべき国民投票では賛成投票による法律案の受諾を勧告
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していた。確かに，憲法提案の妥協的特徴に関して広範な承認が存在した。
社会民主党の代弁者ラウリス・ユリウス・ボムホルト（Laurits Julius Bom-
holt）によれば，“憲法はすべての民主的政党が自分の憲法と呼ぶことが
できるに違いない必要な法律であった”。異なった微細な差異について上
院保守党の代弁者オールフ・メルカウ（Oluf Malchau）により基本的に同
じような点が指摘された。彼は“憲法改正案が本来，政党の多くを完全に
満足させることが出来ない一つの妥協案である”，と断言した。下院のカ
ール・オールセンと上院のメルカウといった，二人の保守党代弁者は，究
極的産物が“良き社会民主党の憲法”であるという社会民主党の初期の要
求にとりわけ批判的であった。しかしながら，５つのいわゆる“憲法政党
（保守党，自由党，社会民主党，急進党，および正義党）を代表していた
代弁者は全員，憲法改正案の受諾を唱えていた。
法律案について下院第一読会での明確でかつ効率的な当初の説明におい
て，ボムホルトは，社会民主党を代表して，１９５３年憲法改正案の中の１４に
およぶ革新的要素を明らかにした。第一に，第２条で王位の女性継承権，
第１５条で議会制度の憲法典への編入，第１９条で現政府が重要な外交政策上
の問題決定を進める前に，「外交問題評議会（Foreign Affairs Council）」
との協議の要求，および議論の的となっていた第２０条で国際機関へのデン
マーク政府の代表に関して第４２条で定めた規則に従って行う議会の五分の
四の多数または国民投票承認の要求である。第２８条は三つの排除を定めて
いた。すなわち，上院，間接投票，および３５歳の参政権資格である。本条
ではまた，新しい１７９議席の一院制議会における二人の代表を選出する権
利を反映して，国の領土の残りについてはグリーンランド党に付与した。
次は，財政枠組みの以外の重要法律に関して国民投票を要求するには議会
の三分の一で可能とする（第４２条），国の文政および軍政を管理するため
オンブズマンの創設（第５５条），行政裁判所の創設の可能性（第６３条），お
よび個人の権利の一層の強化（第７１条および７２条）の諸規定であった。財
282
産権に関して第７３条で，政府の収用権行使の場合に，結果として生じた賠
償解決は裁判所において検討するという新しい規定も定めた。最後に，国
連の人権宣言との関係で，第７５条で，あらゆる健康なデンマーク国民は彼
または彼女の生存を保証する雇用条件の機会を持つべきだ，と規定した。
ボムホルトは，彼の結論的な所見の中で，総選挙での社会民主党の増大に
もかかわらず，エリクセンの中産階級政府の公務における最近の政権危機
と継続性に触れた。有権者が，提案された歴史的な憲法改正案を５月２８日
に確実に承認するように，現在の政権連合について彼らの不満を克服した，
と彼は主張したのである。
大多数の代弁者は，国民議会での討論の間，投票年齢の引き下げについ
て５月２８日の分離した国民投票の存在をほのめかしていたものの，だが，
投票年齢の変化はそれが選挙法の改正に関係していたが，実際には憲法に
直接関係なかったので，全登録有権者の４５％以上の単純多数のみの承認を
要求した。左翼政党は２１歳年齢の選挙権資格を強く主張し，そしてこれは，
１９４５年の開放の夏以来若い国民に約束してきたことであったと，注意を促
した。さらにその上，フィンランド，ノルウェー，およびスウェーデンで
はすでに，２１歳の投票権を採用しており，またデンマークでのこの改革は，
政治過程への若い世代の参加にとって重要であり，また決定作成について
の将来の責任を引き受けるように彼らを説得すべきだ，と強く主張した。
上院においてヘンス・イェスパーソン（Hans Jespersen）は，政治的左翼
の意見を要約し，その時彼は，ヨーロッパ以外のどの国よりも高くなるこ
とが，デンマークにおける投票年齢にとって適切でない，と述べた。この
ことは中産階級の議員によって共有された見解ではなく，ある下院議員が
２５歳の投票年齢から２３歳へと参政権資格の受諾を引き下げることに反対し
た人々に巧みに忠告するにあたり，非社会主義者の意見を把握している証
左であった
憲法改正に関する下院での審議は，共産党の指導者であるアクセル・ラ
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ーセン（Aksel Larsen）によって左右された。彼は，再提出された憲法改
正法案の三読会全ての間，長々と演説を続けた。全体として，ラーセンの
見解は憲法改正提案について，“憲法支持政党”および彼らの統一的支持
への四つの―突出した問題に攻撃を集中させた，といってよい。
第一に，ラーセンは１９４６年憲法委員会，ことにその緩慢さと，論争的な
疑問に取り組むのを実際に拒否した事実を強く批判した。さらにその上，
彼は７年間の断片的な存在の後に，政党間の妥協が見えてきた時，委員会
が最終的にその勧告を急いだ，と論じた。改革一括案は，国民と何ら相談
なしに，仕上げられた“政党の命令”であったと。実際，ラーセンは，主
要政党が委員会の会合の間に，事実上，情報の妨害を強要した，とさえ主
張した。
第二に，ラーセンは４月の総選挙運動の間，他の政党が憲法上の疑問か
ら注意をそらすことに成功したやり方を批判した。彼は，現在の国民議会
が単なる“確認議会”であったという，エリク・エリクセン首相の意見を
拒絶した。彼が結論づけるには，憲法上の疑問が総選挙での主要な争点で
あったとしたなら，そのことが論拠となっていたであろうと。だが，その
代わりに，有力な政党は皮肉なことに，憲法上の疑問を避けたのだ。ラー
センは下院における第二読会の討論で憲法改正派政党の代弁者により支持
された“沈黙の陰謀”に激しく抗議した。その下院において彼は，議会を
通じての法律案の通過を促進し，５月２８日以前にできるだけその問題に国
民の注意を引き寄せることを避けることがもくろまれた，と非難した。彼
はまた，資本主義的なマスメディアの偏向的報道，特に彼の議会演説を放
送するのをデンマークのラジオが完全に拒否したことに，不平をもらした。
第三に，ラーセンは憲法改正派政党が政府の国家的法律文書につき十分
包括的な制度上の改革を追求するのに失敗した，と非難した。彼は上院選
挙区のゲリマンダー化と提案された選挙改革の両方を批判し，それらは小
政党を不利にしかつ国民の民主的意思を挫折させることをもくろんだ分か
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りにくい最低水準の取り決めを含んでいる，と論じた。彼は，権利条項（第
７１条―第７２条）が人種，性，および宗教を理由に差別することについて憲
法上の保護規定は極めて不十分である，と考えた。さらに，ラーセンは憲
法が技術的および専門的教育に関する個人の権利を明確に保証し，また富
ではなくもっぱら能力に基づいて高等教育を平等に受けることを求めた。
この後者の規定は，国連の人権宣言第２６条に沿ったもので，デンマークも
それを支持した，と彼は追求した。さらにその上，ラーセンは改正された
憲法第７５条を具体的に詳述することを提案した。第７５条は，個人の安全を
保証する条件に基づき仕事の可能性をあらゆる健康な国民に認めるもので
あった。彼は以下のように読めるよう字句の訂正を要求した。すなわち，
“すべての人間は働く権利を有する―有利な条件で仕事を自由に選択し―か
つ失業状態について保護される，権利を有する”と。
しかしながら，ラーセンの主要な攻撃は，提案された第２０条に対して向
けられ，それは超国家的組織におけるデンマークの地位に関する手続きを
規定していた。彼はその用語を強く糾弾し，そしてそれが外交組織とその
多数の官僚に対して一方的にデンマークの国家主権の譲歩を認めるような
内容であると解釈されることに，警告の声を発した。国際機関との関りあ
いは，デンマークと国際組織との間の“平等および相互関係に基かねばな
らない”，と彼は主張したのである。
憲法改正法案に関する第二読会において，ラーセンは第２０条に関して特
に，同時であるがしかし分離した５月２８日の国民投票をもくろむ修正案を
申し出た。もし市民に第２０条を含むべきかもしくは含むべきでないかを決
定する機会を与えられたなら，共産党は憲法改正案を喜んで支持するだろ
うとも，言明した。ラーセンの修正案が予想どおり失敗（それは２票の棄
権とともに１２５票対６票で退けられた）した時，彼は全ての憲法一括案に
反対するよう投票者に促した。彼の呼びかけは次のようなものであった。
すなわち，“外国権力からデンマークの主権を守るために５月２８日には投
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票するな”。
一方で，第二次世界大戦後の再建と米国のマーシャル援助，他方で，冷
戦と NATOへのデンマークの加入といった，両方の状況の中で，ラーセ
ンは彼がアメリカ帝国主義の脅威として目撃したものについて，率直な懸
念を示した。彼は，アメリカ人の膨張主義的意図と代償を期待する愚直さ
について，下院議員に繰り返し警告した。“すべての人々は，米国がアメ
リカ人の土地に基地を持つことを同盟国に決して認めず，また国際的もし
くは国内的問題で主権を認めるというアメリカ人の話は，全くたわごと”
であることを認識している，とラーセンは第一読会の討論の中で述べた。
急進党の代弁者ヨーレン・ヨーレンソン（Jφrgen Jφrgensen）は，ラーセ
ンがはねつけた批評を実際に取り上げた唯一つの主要政党の指導者であり，
ヨーレンセンは第２０条が大西洋協定を支持した政党の命令に具体化されて
いない，と反論した。むしろ，第２０条はデンマークと同国が歴史的に最も
強力な結びつきを持った国々―最初の一番先は北欧諸国，しかし，他のヨ
ーロッパ諸国も―との間で，密接な社会的，経済的，および文化的協力を
追求した集団から発せられたのだと。ヨーレンセンは第２０条に反対するラ
ーセンの弾劾演説が単に憲法改正に強く反対するための言いがかりであっ
て，それは争点から価値ある宣伝内容を作りだす要求に基づいていた，と
主張した。だが，ラーセンはこれを否定し，共産党は１９１５年憲法改正の提
案を喜んで支持したと，反論した。ただし，共産党はそれを１９１５年文書の
単なる最も穏健な改良作品だと，見なしていた。さらにその上，彼はもし
自分がただ単に，全ての改革に反対する口実を追求したとしたなら，憲法
委員会に７年も協力しなかっただろうと，つけ加えたのである。
奇妙なことに，憲法改正法案についてこの最終的な議会での綿密な調査
では，議会改革および上院自身の中でさえ，上院の廃止に関して相対的に
ほとんど議論が行われなかった。しかしながら，両院の圧倒的な政党政治
化，そしてそれこそが上院の自立性を浸食する方法だという暗黙の認識が
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広く存在した。ラーセンは，実際には，デンマークが１９３６年に上院で左翼―
中道の多数派へと移動して以来，一院制議会を有していたと，第二読会の
討論において説明した。保守党の下院代弁者カール・オールセン（Karl Ol-
sen）は自分がこの事態の政治的現実を掌握するために，二院制議会主義
の支持者の明白な無能力にびっくりさせられた，と言明した。もし，憲法
改正案が５月２８日に否認されたなら，その結果は最初に１９３６年に上院で出
現し，そして最近では４月２８日の上院選挙で再確認された社会民主党―急
進党多数派の延長となったであろう，と彼は書き留めた。それに加えて，
自由党議員のクヌー・ローレンセン（Knud Lorentzen）が強調したとこ
ろでは，上院は特有な制度として時代遅れであった。これに対して，両院
の議員は現在，教育的背景および党派的忠誠という点で似通っているので，
両方ともに維持する意義はまったく存在しなかった，と述べた。
上院での討議の間，当該議院の差し迫った活動停止について広範な意見
が見られ―不可避的なものを延ばすいかなる試みも存在しなかった。例え
ば，上院議員ヘンス・イェスパーアソン（Hans Jeperson）は上院が立法
過程での安全弁としてその実践的重要性を失ったと，率直に認めた。唯一
の保守党代弁者オールフ・メルカウ（Oluf Malchau）は，彼自身若千懐旧
の念をいだいていたことを黙認した。１９３９年，上院に最初に選出されたメ
ルカウは１９５３年にも二院制主義者として留まっていたが，しかし彼は国民
議会と国民への期待した意思に不本意ながら従った。このように不可避的
なものを受け入れざるを得なかったにもかかわらず，彼はまた，自分が上
院の喪失をつらい気持ちで見ていた，と率直に述べたのである。
憲法改正について圧倒的な５党の支持と有利な国民投票結果について信
頼が繰り返されて表明されたにもかかわらず，数名の代弁者は未だに，国
民議会の討論の過程でこの国の反対について特別な言及を行った。そこで
は，１９３９年の国民投票の記憶が疑いもなく，いまだに徘徊していたといえ
る。一般的感情は次のようなものであった。つまり，もし憲法改正案が今
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国民により批准されなかったならば，それは無期限に延期されるだろう。
込み入った交渉が広範囲にわたる満足のいく政党内部の妥協を生み出し，
それはこの一括案に有権者の承認印を与えることになるだろうと。一方で，
クヌー・ローレンセン（Knud Lorentsen）は，最大の反対が存在する理
由またはその他の理由から，二院制議会に執着していた人物から生じた，
と信じていた。他方で，ヘレイェ・メセン（Helge Madsen）は，反対す
る９０％が新憲法とその保障条項への無知から生じ，しかも，国民に通知し
啓蒙することが議会人の重要な義務であった，と主張した。数名の代弁者
は，反対論が存在することはむしろ多元的民主制の下では健全な証拠であ
って，有権者を動員するのに役立った，と考えた。
しかしながら，いくつかの強力な人物への批判は，前の自由党のクヌー
・クレステンセン首相に対して向けられた。彼は憲法改正について野党と
最も緊密に結びついた人物として全国的に知られていた。そこではまた，
エリク・エリクセン首相により支持され，保守党の代弁者であった，オー
ルフ・メルカウによる拒絶が見られた。彼は上院が“脅迫された”時のみ
議会改革に同意するという，クレステセンの意見を支持した。クレステセ
ンによる世論喚起運動は率直に，改正支持者を心配させ，エリクセン首相
による告別への拍手喝采を促し，それは，１９５３年５月１３日の上院における
憲法改正法案の最終読会での演説につながった。“もし憲法改正案が今度
の国民投票で拒否されたなら，それは国民の関心の欠如を反映するのみな
らず，実質的に統一された議会への不信票を示すものになるであろう”と，
彼は抑揚をつけて述べたのである（Ibid ., pp.１２２～１２７）。
１１，１９５３年５月の憲法（修正）国民投票
より初期のそれと同様に，１９５３年５月の憲法（改正）国民投票は，密接
に競い会う事件となった。確かに，１４年前の否定的結果は，かろうじて逆
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転された。しかし，全有権者の４５．７６％の賛成票は１９３９年の場合よりも僅
か１％多いにすぎなかった。ただ今回は，憲法改正案を支持する全ての有
力政党の支援並びにラジオおよび新聞の広範な利用が見られた。２１万に満
たない賛成票および憲法改正は第二期の対立へこの国を追いやった。
唯一共産党のみが引き続いて反対したものの，だが，広範囲な政党を超
えた意見の一致があったのに，１９５３年５月の国民投票の結果は憲法改正に
ついて国民を動員する仕事がまったく成功しなかったことを示していた。
５９％の動員は実質的に，１９３９年５月の４９％より高かった。しかし，それは
ほんの１ヵ月前の１９５３年４月の総選挙よりもかなり少ない数字であった。
その時は８０％以上が投票したのだ。ある意味で，“パンとバター”といっ
た経済的問題が，憲法改正以上に有権者の心に重くのしかかっていた，と
思われる。一部には，１９３９年よりも高い動員は，１９５３年には“投票の棄権”
または不参加を促すいかなる政党も存在しなかった事実を反映していた，
といえる。しかしながら，１９３９年５月の国民投票の夜に有権者向けのスタ
ウニングの書簡のように，提案された改正案が正しい社会民主党の憲法―
それは改正への反対に巧みに利用された―帰するといった，１９５３年の社会
民主党の主張は投票することを中産階級の有権者の一部に思いとどまらせ
た。
駆り出された国民の間では，憲法改正案への支持は圧倒的であった。す
なわち，投票者の７７．５％以上が提案された憲法改正案を支持した（図表
参照）。だが，この数字は１９３９年に記録された９１％の賛成票よりも著しく
低かった。それはおそらく，１９５３年の国民投票の著しい特徴であった改革
を求める積極的反対の程度を示していた。１９５３年の国民投票で票を投じた
５人に１人以上が憲法改正案に反対した―１９３９年の割合の二倍以上であっ
た。
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図表 １９５３年５月２８日の憲法改正国民投票
投票方法 投票分配 投票者の割合（％） 全有権者の投票割合（％）
賛成 １，１８３，２９２ ７７．５ ４５．８
反対 ３１９，１３５ ２０．９ １２．３
白票 １７，１９３ １．１ ０．６
無効票 ８，０３８ ０．５ ０．３
合計 １，５２７，６５８ １００ ５９．０
全登録有権者＝２，５８５，８６５
出典：Arter, op. cit., “One Ting Too Many”, p.129.
１９５３年における反・改正票の規模は，野党の効率的な組織を，とりわけ
“４月７日委員会”と呼ばれる新しい草の根集団のそれを反映していた。
野党勢力のほぼ全面的な成功は，とりわけ印象的であった。というのも彼
らは主要政党のすべてを含んだ支持連合に反対して戦ったからである。
１９５３年国民投票のその他の特色は，１９３９年の５月のように，有権者の非動
員（棄権）に関するより，むしろ“動員の否定（反対投票）”が野党によ
って強調されたことである。野党勢力は彼らが自由にできるいくつか勢力
を持っていた。とりわけ，前の自由党クヌー・クレステンセン首相には人
脈および政治経験があり，彼は選挙運動会議の精力的な集まりの中で，彼
自身が野党社会民主党との不利な協約を削除するために与党の体質だと見
られていたものを批判した。いわば憲法改正案に関する妥協は，すぐれた
事例として引用された。クレステンセンは上院廃止に関する選択肢として，
諮問的権限を付与され，社会の異なった地域利益の専門家を包含して再編
成された上院を示唆したのである。
国民投票はまた，右翼関係の基金から利用できる資金のかなりの援助を
受けており，その機関はまた，１９３０年代にも憲法改正案に対する反対運動
を資金的に助けた。１９５２年８月１８日の初頭から，それは自身で，チラシの
配布と大衆集会の演出に協力するため市民委員会を形成することで憲法改
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正案に反対するなど，新たな関与を行った。この市民委員会は，“４月７
日委員会”という名称を有し，それは反対運動にとって金銭的な組織細胞
となった。委員会は国民投票に至るまでの時期を指導するにあたり，二つ
の活動に焦点を合わせた。すなわち，自由党の反対者クレステンセンのた
めの一連の大衆集会の打ち合わせ，並びにできるだけ世帯主に多くの反対
チラシを配布すること，の二点である。それに加えて，ユトランドの日刊
紙『ユレンス・ポステン（Jyllands-Posten）』は，反・改正派の見解の有力
な発表の場として活動した。当時，これらの新聞および政治的活動家は密
接に協力しあった。例えば，４月の初めに，憲法改正案を上院が可決した
後直ちに，クレステンセンは『ユレンス・ポステン』紙の H・ハンセン（H
・Hansen）と接触し，翌月にユトランドにおいて一連の演説を行うこと
を提案した―もし，新聞が集会を報道し支持したならばだが。
投票行動の生態学的変化は，１９５３年５月２８日に憲法改正案に反対したの
がもっぱら中産階級の投票者であったことを，示唆していた。賛成投票の
最も低い割合は，伝統的な中産階級の拠点であったことが記録された。中
心的な自由党支持領域であった，ユトランドにおける平均的な改正賛成票
は４１．８％にすぎなかった。それはヒジロリング（Hjørring）の３３．５％とヘ
レヴリンメン（Halvrimmen）の２８％に次いで低い数字であった。さらに
その上，コペンハーゲンに隣接する保守党の中心部のいくつかにおいて，
憲法改正案への支持は４５％の最低水準にも達せず，例えば，ジェントフテ
（Gentofte）では３８％，またヘレルゥプ（Hellerup）では３３．５％にすぎなか
った。
投票年齢引き下げについて，同時に行われた国民投票でもまた，投票パ
ターンの地域的対比が見られた。事実，６２％の動員は議会改革よりも投票
年齢の変化により多くの国民の関心が集まったことを示していた。という
のは，後者の国民投票はわずか５９％の参加水準に落ち込みようやく成功し
たからである（図表参照）。全国的には，２３歳に投票年齢を下げること
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に賛成したのが５２％で，明らかに圧倒的多数派が存在した（中産階級政党
が好んだ選択）。しかし，ユトランドとフェロー諸島における場合とは異
なり，そこでは２３歳投票年齢に多くの有権者が賛成していた。ただ，首都
コペンハーゲンの有権者の大多数は，左翼政党が促進した２１歳への大きな
引き下げに賛成した。
図表 １９５３年５月２８日の投票年齢引き下げに関する国民投票
投票方法 投票分配 投票者の割合（％） 全有権者の投票割合（％）
２３歳に賛成 ８４０，１００ ５２．３ ３２．５
２１歳に賛成 ６９９，５２７ ４３．５ ２７．１
白票 ４５，６００ ２．８ １．８
無効票 ２１，８００ １．４ ０．８
合計 １，６０７，０２７ １００ ６２．２
全登録有権者＝２，５８５，８６５
出典：Arter, op. cit., “One Ting Too Many”, p.130.
１９５３年５月の国民投票の後１ヶ月も経過しないうちに，クレステンセン
は政党を離れる決意を表明した。しばらくの間，政党に所属しない政治家
であった，クレステンセンは“１９５３年７月１５日委員会”の形成に密接に関
与し，それは新しく―承認された憲法改正案に不満を抱く反対集団であっ
た。結局，彼は新しい中産階級政党である独立党を組織・指導し，その党
から１９５３年９月２２日に，新しい一院制議会への最初の総選挙で候補者を擁
立した。彼の最初の手段となった，１９５３年７月１５日委員会は当初わずか１４
名の人々から構成された市民の委員会にすぎず，その半数以上が４月７日
委員会の前メンバーであった。新憲法委員会委員と重なり合った委員は確
かに，新憲法への反対を示唆しており，肝心の憲法改正案は６月５日に国
王によって最終的な承認を得たものの，それは本質的には，同じような組
織的母体により着手され，５月の国民投票に先行し，かつその下準備を行
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った憲法改正案に反対した者と同じような活動的人々の多くが関与してい
た。新憲法への反対に固執することは反対派の今後の戦略にとって表面上
の不確実性をさらけだした，といえる。ただ，その不確実性は常に，クヌ
ー・クリステンセンの欠点の一つであったわけでない。１９５３年および１９６０
年の間の独立党の形成と活動に関する詳細な研究の中で，ヘネ・エリクセ
ン（Hanne Eriksen）は，クリステンセンが国民投票での敗北の後直ちに，
新政党を準備したことを，説得的に論じている。しかしながら，新政党の
資金集めについて極右からの資金の懸念に直面した彼は一時的に手を引き，
新政党への彼の最終的目標のため組織支援を得る手段として，１９５３年７月
１５日委員会を利用することを選んだのである。
８月初頭，１９５３年７月１５委員会は，委員会の持続的活動が適切でかつ積
極的な草の根の対応の条件であったことを公表することで，その運動への
国民支持の存在を成功裡に論証しようと試みた。愉快なことは，８月３日
の委員会による国民への訴えた後の３日以内に千通を超える激励の手紙が
送られてきたことだ。その結果，８月１２日までに委員会は，緩やかな選挙
協力の中で反憲法派の候補者を合同で支持するという見解を持って自由党
および保守党に接近した。すでに論じたように，このような努力の負担は，
他の方法でやめさせることができた５月の国民投票の結果に不満を抱いた
社会主義者以外の有権者を引き寄せることで保守党―自由党政府を維持す
ることに役立った。このような合理的路線に理解を示した保守党の中にこ
うした考えの人々が存在した一方，自由党および保守党は各々，各党の党
員集会で，クレステンセンの提案との提携を断固として拒否した。このよ
うなクレステンセンの提案への拒絶は，１９５３年７月１５日委員会を新政党，
つまり独立党へと転向させるための弾みとなった，といえる。
新しい一院制議会のための１９５５年９月総選挙の直前，わずか２週間で政
党として正式に登録した独立党は一般投票の２．７％を獲得したにとどまり，
国民議会への代表を手にすることにほんの僅差で失敗した。新政党は，ユ
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トランドで４．１％，また首都に隣接するゲントフテ（Gentofte），ヘラルッ
プ（Hellerup），およびルングビィ（Lyngby）といった自治体で最も強力
な支持を得た。それ故，１９５３年９月の総選挙での独立党の票と，先の５月
の国民投票に際しての憲法改正案に反対する拠点との間に密接な相関関係
が存在したことは，明白である。独立党は１９６０年に彼らの最初の議会代表
を選出しかつ近代的二院制議会への要求を１９５３年の国民投票後２０年にわた
って明言することでデンマーク政治における彼らの地位を強化した。
明らかに，憲法問題は中産階級側の党派的分裂レベルを拡大することに
なった。最初に，保守党の分派集団の創設，１９３８年には国民協同運動，そ
して次に，１９５３年８月の，議会改革への自由党と保守党の反対者を包含し
た独立党の形成が見られた。事実，１９３８年，国民協同運動を形成する際に，
ヴィクトル・プーシエル（Victor Pürschel）に従うため保守党を離れた前
の青年保守党の委員長 G・ヴェスタゴー（G・Westergaard）は，１９５３年
に独立党の執行委員会に出席した。にもかかわらず，総じていえば，憲法
問題は確立された政党の枠組みの外で，大多数の国民を動員するのに失敗
した，といわざるを得ない（Ibid ., pp.１２７～１３１）。
１２，議会改革の結果：現代の展望
古参の保守党議員エリク・ニナ―ハンセン（Erik Ninn-Hansen）以外に―
彼は最近（１９９０年まで）まで国民議会の議長であったような顕著な例外は
あるが―現存するデンマーク議会人の中で１９５３年に一院制議会へ転換した
ことを直接知っている者はいない。少なくとも，新憲法は派手な宣伝文句
で歓迎されたわけでなかった。スウェーデンよりも先駆けてデンマークが
単一議会へと転換して以来，長い期間が経過したという事実は，その後の
発展の主要な路線の極めて表面的な説明を非現実的なものにしてしまった。
それでは，いかにして，我々はほぼ５０年経過した今日，議会改革の結果を
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評価すことができるであろうか。明白な接近方法は，重要な関係者の最初
の意図をある程度理解することから始めたい。
最も長く単一政党であった，社会民主党，およびその同盟者の急進党に
関していえば，議会改革の主要な目標は強力な政府を促進すること―すな
わち，特に経済管理の分野で，上院における敵対的多数派の妨害なしに，
政府がより効率的に統治できるようにすることであった。もちろん，これ
は一般投票で直接選出された下院における国民の最高意思に対して正しい
表現を付与するという伝統的な民主主義的レトリックの中に言い表されて
いる。しかし，社会民主党にとって，議会改革の多少逆説的な目的は立法
府をある程度犠牲にしても行政府の立場を強化することであった，といえ
る。
それとは対照的に，中産階級政党にとって，議会改革は救済的活動の現
実の中にあった。議会改革という運命に直面した彼らは，下院における左
翼―中道多数派の専制に対する“保守党の庇護”を追求することより，上
院における伝統的支持基盤（それは，すでに１９３６年の投票で喪失していた）
を犠牲にする代価を最小限に留めようとした。確かに，政治的環境，そし
てとりわけ，１９５０年に形成された歴史的に著名な少数派の自由党―保守党
連合の生き残りは，中産階級政党に議会の改革に対して付属物を準備する
役割を果たしたにすぎないが，しかし，彼らの独創的な意図は存続した。
すなわち，多数決主義者（左翼―中道）政府による支配に反対して単一議
会の立場を維持すること。要するに，議会改革は議会の各利益層にとって
最大の利点となったように思われる立法府―行政府の均衡を達成する戦い
に政党連合を参加させたことに尽きる。
こうした視点から見れば，憲法改正案について最終的な政党を超えた妥
協は，おそらく社会民主党と急進党にとって優位に働いたように思えてな
らない。別の視点から見れば，強力で自明な状況は憲法改正案について保
守党および自由党の反対者の見解を支持するために利用され，その結果提
世界の一院制議会（） 295
案された憲法改正案は，一院制議会の相対的に弱体な形態であった。とい
うのも，それは行政府の権限に対して有効な構造上の均衡と抑制を定めて
いなかったからである。ことに，北欧社会の状況下では，いかなる審議の
ための機関もデンマークでは法令の形式で制定されなかったので，そのこ
とはノルウェーおよびアイルランドでは国内の議会分裂という“第二院の
効果”，あるいはフィンランドでは全院委員会に応答するための過程であ
ったように思えてならない。さらにその上，極めて明瞭なデンマーク（憲
法）第４２条は，政治的権利を有する多数派にとって廃止された上院の代替
物として受け入れられてきたが，しかしそれは財政立法のような重要な領
域を排除していた。きわめて否定的な国民投票が政府の立法を覆すために
必要であったという，ラレセンとステンベレの仮説は第４２条に頼ることを
阻止し，その結果，第４２条は後に廃止されたものの，実際には支持されて
きたように思われる。一院制議会の時代にたった一度だけ実施された国民
投票は，第４２条の規定に基づいて実施されたのである。
もちろん，制度上の取きめと手続きは，立法府―行政府の均衡を形成す
るさいの唯一つの重要な要因である。大きな領域において，政府―議会と
の関係は国民議会における党派状況の力学によって決定される。すなわち，
多数派政府のための現実的数字上の基礎が存在するかどうかという点とエ
リート内部の協力がこれを多数派政府のために実践的政治の基礎に変容で
きるか否かに依拠している。議会の政党制度といった機関の中では，二院
制議会時代へと戻る日々の議会の慣行という点で明確な継続性が存在して
いた。かくして，戦時中の大部分に関していえば，上院における政府多数
派の不在が立法上の重要事項を実施するために議会反対派の一つまたは多
くの集団との協議，協力，そして最終的には，妥協を促したといえる。こ
の広範な政党間の一括的妥協性は法律案を国民議会に提出する前に同意さ
れ，それは左翼―中央連合および野党を基盤とする自由党との間での福祉
政策に関する，１９３３年のカンスレアガデ協約の最も著しい初期の実例の中
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に具現されている。
一院制議会への転換以来，少数派政府が相対的に多く出現したことは，
一括的妥協の伝統を維持し，また政策形成において影響ある法律案を国民
議会で成立させることに役立った。そして，政府および一つまたはそれ以
上の野党との間の争点に基づいた立法上の連合が日常化した。それ故，国
民議会の変化がデンマークにおける有力な政策形態に重要な衝撃を与えた
ということは，主張されなかった。
当節では，デンマークの一院制議会は政策過程の審議と実行の段階で変
化するかなりの影響を行使する標準的な政策―影響力を有する議会として，
正確に描かれている。１８４９年の初頭には，憲法上の規定では，下院は議会
委員会を設けることが認められ，それ自身の議員から構成され，“普遍的
な重要を有する”事項を調査することができた。しかし，この長期のわた
った選択的権限にもかかわらず，政策提案の計画期間と定式化に参画する
委員会および理事会のネットワークに議会人による定期的な参加は全くな
かった。このような，政策―形成の立法化以前の段階への議会人の関与の
不在は，今日でも西欧社会における行動様式の中に見ることができる。も
っとも，それはスウェーデンの政治的慣行とは極めて対照的であり―また
１９４５年以前には，ノルウェー，そこでは議会の議員は重要な予備的機関に
日常的に関与していた。
政策―形成の審議段階での一院制議会の役割は，常任委員会における政
府と野党との取引への頻繁な要求と審議中の立法の結果生じた修正によっ
て，一院制議会の時代を通じて高められてきた，といってよい。また，１９７２
年には，常任委員会自身も改革された。その時期以降，デンマーク国民議
会の常任員会は，政府大臣の組織に対応する，専門家の主題―特定事項と
なり，その結果，権限の重要な領域の中で法律案の審議を行うためにより
大きな統一された能力を持つようになってきた。だが，一院制議会の時代
の過程を超えてまで，第二院の機能を遂行するように議会委員会は発展し
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なかった。
１９５３年に憲法改正の一部として，議会オンブズマンが創設されたが，そ
れはスウェーデンとフィンランドの手法を真似たもので，また市場関係委
員会のような専門家監視委員会のその後の出現，その特徴的な機関は政府
の欧州協同体政策を監視するものであり，それは一院制議会，特に少数派
政府の時代には，議会が公共政策の政治的執行およびその履行を支配する
実際の方法を行使すること可能にした。
事実，皮肉なことに，近代的デンマークの政党制と一院制制議会の中で
の議会改革の動きは，政治的権利が第二次世界大戦の前後の憲法論争の間
に達成しようとした政府の均衡および抑制をうまく形成したものの，しか
し，１９５３年憲法改正案は相対的にそうした権利を全く定めていなかった。
１９５３年のデンマークにおける議会改革は，議会の少数派を最も穏健な形で
保護する，一院制議会の相対的に弱い形態を作り上げてしまった。しかし
ながら，その後の制度上の改革，およびとりわけ，党派的均衡の志向は一
般に，行政府を犠牲にして立法府を特別扱いし，しかも一院制議会が実際
には少しも弱体でないことを明確にした，ともいえる（Ibid ., pp.１３２～１３４）。
１３，おわりに
以上，デビットー・アーター論文に即しつつ，デンマーク国民議会にお
けるランドステイング（上院）の廃止，すなわち，二院制議会から一院制
議会への転換過程を紹介してきた。アーター論文は，デンマークの憲法史
と社会・経済的分析を踏まえて，上院廃止に至る経緯を詳細に論じていた。
最終的に上院の廃止は，憲法改正案の形をとり，国民議会の両院での可決
と国王の承認を得て，国民投票にかけられて承認されたのである。
本論の中でも詳述したように，上院廃止を目論んだ憲法改正案に対する
＜同意の形成段階＞とそれを国民投票にかけて承認を得るための＜運動段
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階＞では，社会民主党
（１）
・急進党，保守党・自由党など左翼・中道・右翼陣
営などによる激しい政治的策略が展開され，政府与党および野党を巻き込
んだ政党間闘争の様相を呈した。また，現・元首相や有力政党の幹部の活
動などが上院廃止に大きな影響を及ぼした，といえる。
とりわけ興味深かったことは，上院を廃止する憲法改正案の承認をめぐ
る国民投票では，時の首相や政党指導者の強力な関与の姿勢とは対照的に，
この問題に対する国民の相対的関心の低さである。多くの国民にとっては，
議会改革よりも経済生活のほうが重要であった，といわざるを得ない。結
局，国民は“生活保守主義者”に徹した，ということになるだろう。
デンマークの国民議会の上院は，本来「国王体制
（２）
」を支える勢力であっ
て，その勢力の中心は保守階層であった。投票権は富裕層に限定され，議
員の一部が国王によって任命されていた点からも明らかなように，上院議
員の大部分は貴族階級や特権階層によって占められていた。また，上院と
下院は原則として同等な権限を有していたこともあり，そのため長い間，
上院の存在意義が問われていた。事実，上院は下院で成立した法律案の単
なる追認機関となり，不要な機関であるとさえ国民から見られていたので
ある。
周知のように，デンマークは連邦国家でもなく，しかも領土が狭く人口
も少ないいわゆる“小規模国家”であったので，そもそも二院制議会を必
要とする基本的理由，ことに上院の存在理由はきわめて希薄であった，と
いってよい。しかしながら，実際に上院を廃止させる政治的プロセスは必
ずしも容易なものはなかった。二度にわたる国民投票（最初は否認）の結
果を踏まえて，ようやく憲法改正案への国民同意を得ることに成功したの
である。
いずれにせよ，デンマークが政治的および経済的に現代化される過程に
おいて，１９世紀のいわば「政治的遺物」であった上院のあり方が問われ，
それが廃止されるに至ったのは，ある意味で歴史的に必然な成り行きであ
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った，ともいえる。１９５３年６月以降，デンマークの国民議会は一院制へと
移行し，今日にいたるまで，さしたる大きな問題もなく，議会は民主的に
運営されていると聞く。その限りでは，上院の廃止は“成功裡に終わった”
といってもよいのではなかろうか？
本稿を閉じるにあたり，日本の外務省が２００９年に発行した『デンマーク
王国』の内政に関する最近の政治状況を紹介して結びとしたい。
（１）２００１年１１月の総選挙で，ラスムセン党首が率いる自由党が外国人移
民対策の強化および社会福祉の見直しを訴え，８年間続いた中道左派連立
政権（社会民主党および急進自由党）を破って第一党となり，保守党との
中道右派連立政権が発足した。
（２）同政権は，内政面においては高齢者介護，医療面での選択の自由の
強化，増税凍結および難民・移民の規制強化を着実に実施し成果を上げ，
また，外交面においては２００２年後半に EU議長国を務め，EU拡大交渉を
成功裡にまとめたことなどもあり，安定した政権運営を行ってきた。
（３）２００５年２月，ラスムセン首相は国民議会を解散して総選挙を実施し，
与党自由党・保守党（１７９議席中７２議席）が選挙で勝利するとともに，第
二次ラスムセン内閣を発足させた。ラスムセン政権は，主にデンマーク国
民党（移民規制を訴えている極右政党［２４議席］）の閣外協力を得て政権
を運営した。第二次ラスムセン内閣は，内政上の課題であった地方自体改
革（市への権限委譲を柱とする構造改革），年金制度改革を中心とする福
祉制度改革などを実現し，いわゆるグローバリーゼイションが進行する中
でデンマークを競争力のある知識社会にすることを目指すなどの政策を打
ち出し，堅実な政権運営を進めた。
（４）２００７年１１月，ラスムセン首相は再び国民議会を解散して総選挙を実
施した。与野党とも過半数割れとなったが，ラスムセン首相は，引き続き
自由・保守連立（１７９議席中６４議席）からなる第三次ラスムセン内閣を発
足させた。第三次ラスムセン内閣は，政策基本文書の中で，増税凍結政策
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の推進，政府開発援助の対 GNP比の増加のほか，対 EU協力に付してい
る４つの保留事項（共通通貨，安全保障・防衛，司法・内務協力，EU市
民権）の見直しの必要に関する認識などを表明している。
（５）そして２００９年４月４日，ラスムセン前首相が次期 NATO事務総長に
指名されたことを受け，５月，同政権のルッケ・ラスムセン財務大臣が新
首相に就任した
（３）
のである。
＜注＞
（１）デンマークは福祉国家としてつとに有名である。この福祉国家政策に長年に
わたり指導的役割を果たしてきたのが社会民主党である。１９４２年に初めて政権に
就いた社会民主党は，ときには保守党や左翼党に政権を譲ることがあっても，ほ
ぼ一貫して政権の座にあった。ただ，デンマークの国民議会には，今世紀の初め
頃から常に相当数の小政党が存在し，社会民主党も通常は単独政権ではなく，連
立によって政権を維持・運営してきたことに注意を要する（松澤伸著『機能主義
刑法の理論―デンマーク刑法学の思想』［信山社，２００１年］，１８頁）
（２）１９５３年の憲法改正は，上院を廃止するとともに，フリゼリック９世後の女性
の王位継承権を認め，１９７２年にマグレデ２世誕生の布石となった。今日では，デ
ンマークは，マルグレデ女王を元首にいただく立憲君主国である。女王は前王フ
レゼリック９世の三息女の長女であり，１９５３年憲法が立憲君主国デンマークの王
位の継承権をグリュクス家内に限定し，男子への優先権を認めつつ，長子（男女
とも）による王位継承権を規定し，そのため，女王が出現した経緯があった。つ
まり，１９５３年憲法は，現王室の存続と上院廃止の二つを主たる目的として改正さ
れたのであった（「デンマーク」『平凡社百科事典』［１９９５年］，４１５頁）。
そうだとすれば，今回の上院廃止には現王室の継承問題も大きく関係していた
のではないのか？デンマークはわが国と同様に，王室に対する国民の尊敬の念が
強く，現に国王は政治的に大きな権威的存在である。したがって，今回の上院廃
止の過程をめぐる論争において，王位継承権をめぐる問題も何らかの形で影響を
及ぼしたと考えるのが自然であろう。本論で参照したアーター論文は，このよう
な疑問点にほとんど答えていないのは残念である。
（３）http : //www.mofa.go.jp/mofaj/area/denmark/data.html
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